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序     文 
 
 ガーナ共和国では、ガバナンスの強化は「中期国家開発計画（GSGDA）2010～2013 年」にお

ける重要課題の 1 つであり、公務員の能力強化はその主要分野である公共セクター改革の文脈の

なかで行われてきました。 

 公務員のなかでも、中堅レベルの職員は関係各省において政策の策定・実施の中核を担う層で

あり、この国の開発にとって非常に重要なアクターであるといえます。しかし、リーダーシップ・

公務員倫理・生産性向上などの中堅公務員向けの研修は、ニーズが高いにもかかわらず、ガーナ

人事委員会（OHCS）の研修運営実施能力不足からほとんど実施されてきませんでした。 

 このような状況のなか、わが国はガーナ政府の要請を受け、2007 年 2 月から 2010 年 2 月まで 3

年間にわたり技術協力プロジェクト「公務員能力強化計画プロジェクト」を実施し、中堅公務員

向け短期研修コース（倫理的リーダーシップ/品質・生産性向上）の開発・実施を通じてガーナ人

事委員会及び公務員研修センター（CSTC）の研修企画・実施能力を含む組織能力の向上を支援し

ました。この結果、研修コースや研修講師の大幅な増加、研修評価サイクルの確立など大きな成

果を生み、近隣諸国からも CSTC が行う研修への参加ニーズが確認されました。 

 研修ニーズ増加に伴う組織拡大に向け、「西アフリカ地域の公務員研修における Centre of 

Excellence（COE）」を目指す CSTC の機能強化を支援するため、わが国は 2011 年 3 月から 2014

年 2 月までの 3 年間の予定で技術協力プロジェクト「公務員研修センター機能強化プロジェクト」

（以下、プロジェクト）を実施しています。 

 今般、プロジェクトの中間地点にあたることから、2012 年 11 月 12 日（月）～11 月 28 日（水）

の日程で中間レビュー調査を行い、関係者からの聴取・協議等を通じプロジェクトの進捗状況を

確認するとともに、評価 5 項目による評価、及び提言・教訓を抽出しました。 

 本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には類

似プロジェクトの実施に際し活用されることを願うものです。本調査にご協力をいただいた内外

関係者の方々に深く感謝を申し上げるとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 24 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
ガーナ事務所長 稲村 次郎 
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評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：ガーナ共和国 案件名：公務員研修センター機能強化プロジェクト 

分野：ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA ガーナ事務所 協力金額（評価時点）：1 億 6,000 万円 

協力期間

2011 年 3 月 1 日 ～ 

2014 年 2 月 28 日 

先方関係機関：ガーナ人事委員会（OHCS）、公務員研

修センター（CSTC） 

（3 年間） 日本側協力機関：株式会社パデコ 

他の関連協力：公務員能力強化計画プロジェクト（2007 年～2010 年） 

１－１ 協力の背景と概要 

 ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、ガバナンスの強化は「中期国家開発計画（Ghana 

Shared Growth and Development Agenda：GSGDA）2010～2013 年」における重要課題の 1 つであ

り、その主要分野の 1 つである公共セクター改革の文脈で公務員の能力強化が行われている。 

 国家公務員養成に関しては、ガーナ人事委員会（Office of the Head of the Civil Service：OHCS）

が採用・昇進・給与・服務・研修等の責任機関であり、中堅公務員以下を対象とした「公務員研

修センター」（Civil Service Training Centre：CSTC）を管轄している。局長補佐や課長・課長補佐

レベルの中堅公務員は関係各省において政策の策定・実施の中核を担う層であり、公共サービス

の質や効率の向上のためにはその能力向上が不可欠である。しかし、現行制度においては技術研

修は省ごとに実施されている一方、リーダーシップ・公務員倫理・生産性向上などの公務員共通

分野に係る中堅公務員向けの研修は、ニーズが高いにもかかわらず、OHCS の研修運営実施能力

不足からほとんど実施されてこなかった。 

 上記の背景に基づき、JICA は公共セクター改革の担い手である中堅公務員の人材育成及びモ

ラル向上に資するべく、CSTC をカウンターパート（C/P）機関として 2007 年 2 月から 2010 年 2

月まで 3 年間にわたり技術協力プロジェクト「公務員能力強化計画プロジェクト」を実施した。

中堅公務員向け短期研修コース（倫理的リーダーシップ/品質・生産性向上）の開発・実施を通

じて OHCS/CSTC の研修企画・実施能力を含む組織能力の向上を支援した結果、研修コースや研

修講師の大幅な増加、研修評価サイクルの確立など大きな成果を生んだ。また、同プロジェクト

の後半では近隣諸国からも CSTC が行う研修への参加ニーズが確認された。 

 一方で、今後の研修ニーズ増加に対応し、CSTC が目標とする「西アフリカ地域の公務員研修

における中核的研修・研究拠点（Centre of Excellence：COE）」となるには一層の能力向上が求め

られたため、2009 年に OHCS より本プロジェクトの実施に係る支援の要請があり、JICA は 2011

年 3 月から 2014 年 2 月までの 3 年間の予定で技術協力プロジェクト「公務員研修センター機能

強化プロジェクト」（以下、プロジェクト）を実施中である。本プロジェクトでは、西アフリカ

地域の公務員研修における COE としての機能を果たすことを目指し、CSTC の組織能力が強化さ

れることを目標としている。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）及びリベリア共和

国（以下、「リベリア」と記す）からの研修員受入れへの協力を通して、EL/QPI（倫理的リーダ

ーシップ/品質・生産性向上）及び講師養成（TOT）コースの開発、教材作成、実施、研修効果の

モニタリング・評価（M&E）といった研修運営能力を強化し、CSTC が西アフリカ地域の公務員

研修における COE としての機能を果たすための組織能力強化を図るものである。 



 

ii 

(1) 上位目標 

シエラレオネ・リベリアをはじめとする第三国の公務員及び関係機関が、公務員研修セン

ター（CSTC）による公務員研修における「Centre of Excellence（COE）」としてのサービス

提供の便益を享受する。 

 

(2) プロジェクト目標 

公務員研修における COE としての機能を果たすことを目指して、公務員研修センター

（CSTC）の組織能力が強化される。 

 

(3) 成果 

1) OHCS/CSTC の職員がガーナ及びシエラレオネ・リベリアの研修員向けの研修ニーズ・

アセスメントを実施し、研修カリキュラム及び教材を作成する能力を習得する。 

2) シエラレオネ・リベリアの研修員への研修実施に向けて、CSTC の講師陣の研修実施能

力が向上する。 

3) CSTC において、シエラレオネ・リベリアの研修員向けに研修を実施するために必要な

研修計画及び実施能力が構築される。 

4) CSTC において、質の高い研修の実施を担保するモニタリング・評価制度が構築される。

 

(4) 投入（評価時点） 

〈日本側〉総投入額 1 億 5,846 万 8,000 円 

専門家派遣：4 名 機材供与：860 万円 

研修員受入：10 名 ローカルコスト負担：4,490 万円 

その他：310 万円 

〈相手国側〉 

カウンターパート配置：15 名  

その他 

CSTC 施設内に専門家の執務室の提供等 

見返り資金（119 万 1,587 ガーナセディ、約 5,107 万 6,662 円1）による新講義棟の建設 
２．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 木藤 耕一 JICA ガーナ事務所 次長 

評価企画 1 臼倉 紀 JICA ガーナ事務所 所員 

評価企画 2 安藤 愛 JICA ガーナ事務所 在外専門調整員 

評価分析 井関 ふみこ グローバルリンクマネージメント株式会社 研究員 

調査期間 2012 年 11 月 12 日～2012 年 11 月 28 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果の達成状況  

指標の達成度から、成果 1 はほぼ達成していると判断される。OHCS/CSTC は、シエラレ

オネ及びリベリアにおいてニーズ・アセスメント（Training Needs Assessment：TNA）を実施

し、TNA ガイドラインを作成した。この調査結果に基づき、コースのカリキュラムと教材

                                                        
1 2012 年 11 月の JICA 統制レート（ガーナセディ=42.6844 円）を用いて換算している。 



 

iii 

が開発され（指標 1-2）、これらはシエラレオネ・リベリアからの研修員のニーズとも合致し

ているとの評価を受けている（指標 1-1）。また、ガーナ地方公務員向けの 23 コースをほぼ

独自で開発したことはめざましい功績である。一方、TNA の能力は CSTC 職員内に個人差

があるため、TNA 能力の強化が課題として残されている。 

成果 2 の達成度は現時点では部分的であるが、プロジェクト期間中におおむね達成される

と想定される。プロジェクト期間中に、双方向の学びの場であり、職能開発研修手段でもあ

る LP（Learning Platform）が 9 回開催された。その過程で、TOT マニュアルが開発され、CSTC

講師向け上級 TOT 研修及び第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT において活用された（指

標 2-2）。他方、2 つ以上のモジュールを教えた実績のある講師は 40％、2 つ以上教えること

ができると自己評価した講師は 60％にとどまっている（指標 2-1）。目標である 80％達成の

課題となっているのが、新たに雇用された専任講師の能力育成である。プロジェクトは、OJT

型の技術移転制度を導入し、これらの専任講師について、まず域内コースのコーディネータ

ーとして養成すると同時に、域内コースの講師としても育成中である。 

成果 3 は、既に達成されており、プロジェクト後半でもこれを維持できると想定される。

作成された研修運営実施計画（マニュアル）に基づき、第 1、2、3 回シエラレオネ・リベリ

ア向け EL/QPI コース及び第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT コースが実施された（指

標 3-1）。このマニュアルに沿って、新たに雇用された専任講師が副校長と日本人専門家の支

援を受けながら、研修のコーディネーターを務めている。また、第 1 回シエラレオネ・リベ

リア向け TOT コース参加者である 16 名全員が、講師として授業を指導できると評価を受け

た（指標 3-2）。プロジェクト後半では、CSTC 専任講師のみで研修計画が予定どおり実施で

きるようになることが課題である。 

成果 4 は、プロジェクト期間中に達成されると想定されるが、一部懸念事項が残っている。

作成された M&E ガイドラインによって、シエラレオネ・リベリア向けコースが実施され、

そのコース評価及びインパクト調査の結果に基づき、コース内容、教材、授業方法が見直さ

れている（指標 4-1）。EL/QPI コース終了時に作成されるアクションプランのモニタリング

については、主にシエラレオネ人事院（Human Resource Management Office：HRMO）及びリ

ベリア人事院（Civil Service Agency：CSA）によって実施されているものの、実際に CSTC

が状況を把握するのは、研修実施 4 カ月後に行われるインパクト調査時（指標 4-2）に限定

されている。 

本プロジェクトでは、CSTC のインパクト調査実施能力強化を目的として、現地訪問する

形で HRMO/CSA と共同でインパクト調査が実施されるようにデザインされているが、プロ

ジェクト終了後は費用面を考慮し、CSTC によるインパクト調査は任意とすることを CSTC

は検討している。組織として持続的に実施できるような、より効率的な代替手段が考案され

れば、プロジェクトの成果をより維持できると考えられる。また、大統領府下の人事委員会

マネジメントサービス局（Management Service Department：MSD）が主導してきた M&E 機

能が、CSTC に移管されつつある。プロジェクト後半は、M&E 技術の強化・組織化が課題で

ある。同時に、新たに雇用された専任講師に関し、コンピュータを活用したデータ入力・編

集・分析能力の強化が望まれる。 

 

(2) プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標は、COE や CSTC の組織能力にかかる定義が明確にされておらず、プロ

ジェクトチーム内で多少異なる解釈が見受けられた。現在の指標に基づき、「シエラレオネ・

リベリア向け EL/QPI 及び TOT 研修の研修サイクルマネジメントを確立する能力を構築す
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る」という観点に基づくと、プロジェクトはこの目標達成に向けて順調に進捗している。他

方、「国内の COE としての強化も目指す」という観点では、継続的な国内研修実施能力の向

上、CSTC の組織能力の経営面の強化も含まれるべきだが、COE となるために必要なこれら

能力の強化は、本プロジェクトの対象として設定されていない。 

指標 1 については、兼任・専任講師数は 26 名から 47 名（81％）に増加、教室数も建設中

の新校舎完成時には 3 部屋から 12 部屋（300％）に増加予定である。指標 2 については、シ

エラレオネ・リベリア向け EL/QPI 及び TOT コースのみを対象としているが、研修員による

講師陣の満足度は、第 1、2、3 回 EL/QPI、TOT コースがおのおの 95％、100％、100％、75％

と目標値 60％を達成している。指標 3 については、TNA ガイドライン、研修運営実施計画

（マニュアル）、M&E ガイドラインが作成され、ADDIE モデル（分析、設計、開発、実施、

評価からなる教育プログラム設計のプロセスモデル）に基づいてシエラレオネ・リベリア向

け研修が実施されている。指標 4 については、HRMO が TOT 研修実施のために講師派遣を

CSTC に依頼しており、公務員研修所（Civil Service College：CSC）の TOT 支援を予定して

いる EU との連携を HRMO が模索中であり、その実現が期待されている。 

その他のプロジェクトの業績として、シエラレオネ「地域開発能力向上プロジェクト」が

研修員を CSTC に派遣したことが挙げられる。このような他の JICA プロジェクトとの連携

は、CSTC が域内研修を継続する機会を担保するうえでも非常に望ましい。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

プロジェクトの目標は、ガーナ政府の開発政策及び日本の対ガーナ援助政策と合致し、か

つガーナ、シエラレオネ、リベリア及び CSTC のニーズにも合致していることから、妥当性

は高いと評価される。一方、手段としての適切性に関しては一部制約があり、有効性及び持

続性を下げる要因にもなっている。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトの有効性は、CSTC の組織能力を、「ADDIE モデルに基づいて域内研修を

実施できる組織能力」という定義に基づき評価を行った。この定義によれば、プロジェクト

目標達成の見込みは高い。一方、COE の定義にあるように、ガーナを含む域内の COE とし

てのサービスを提供するためには、①シエラレオネ・リベリア向け研修で習得した知見を国

内研修に適応し、組織能力として定着させることによって、プロジェクトの成果の持続性を

確保すること、②CSTC の経営能力を強化すること、などが有用であると考えられる。しか

し、国内コースのカリキュラムと教材開発を除いて、このプロジェクトには上記の観点が含

まれておらず、事実上外部条件としてとらえられている。したがって、プロジェクト目標達

成に対し、現在の 4 つの成果による有効性は中程度と考えられる。プロジェクト後半で、先

述の 2 つの側面をプロジェクトが取り入れることにより、有効性をより高められると考えら

れる。 

 

(3) 効率性 

新校舎の建設の遅れ以外は、投入はおおむね成果の発現に適切に活用されている。現地業

務費のうち、シエラレオネ・リベリア向け研修費用と旅費（研修員招へい時、及び OHCS/

CSTC 職員による TNA/インパクト調査時）が大半を占めている。域内協力への寄与という

側面を考慮にいれると、妥当であると考えられる。効率性を上げた要因としては、①カウン
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ターパートの強固なコミットメントと日本人専門家との良好な関係、②適切な内容かつ適切

なタイミングで実施された海外研修がある。他方、効率性の制約となった要因としては、①

新校舎建設及び機材供与の遅延、②成果達成に必要な一部の活動（新規雇用の専任講師の育

成）が、PDM 上に織り込まれていなかったことが挙げられる。 

 

(4) インパクト 

上位目標の達成は、外部条件に依存している状態である。プロジェクト終了後も HRMO

及び CSA が CSTC のサービスを継続的に要請すると期待されるが、CSTC、HRMO、CSA が

各国政府あるいはドナーから資金を確保しない限り、CSTC によるサービス提供（指標 1）

及び HRMO/CSA による公務員研修の再現（指標 2）は難しい。他方、CSTC は COE として、

域内第三国だけでなく、ガーナ国内の関係機関にも研修やアドバイスを提供することを目指

しているため、この点を事後評価時には考慮に含めることが望ましい。 

プロジェクトは、シエラレオネ・リベリア向け研修を通して習得した知見を国内研修へ適

用しつつあること、時間厳守及びチーム精神の強化、LP による兼任講師の意欲向上、CSTC

の対外イメージの向上などの、正のインパクトを創出している。 

 

(5) 持続性 

中間レビュー調査時点では、持続性について懸念される点が多い。 

1) 政策面 

公務員研修の強化が推進されているよいタイミングにあるが、公務員研修政策下の公務

員研修基金が承認されない限り、職位別研修制度の実施に支障をきたし、CSTC の研修費

用回収が改善しない可能性がある。 

2) 技術面 

プロジェクトを通して習得された知見・技術が、CSTC の組織能力として維持されるよ

うにさまざまなマニュアルが作成されているものの、身につけた技術レベルは各講師によ

って異なる。特に、M&E については、MSD から CSTC に移管されつつあるが、技術移転

は特定の講師に行われているため、プロジェクト後半では、他の講師にもこれら技術が普

及するように、技術移転の組織化が必要である。研修計画についても、日本人専門家の支

援なしで、予定どおりに進められるようになることが期待される。 

他方、CSTC は、①講師能力開発のさまざまな仕組み（LP、タスクチーム制度、講義チ

ーム制度など）の導入、②第三国研修で得た新手法を即時に適用するなど、新しい変化を

前向きにとらえる柔軟性があること、③CSTC 校長の COE 実現に向けた高いコミットメン

トがあることなど、組織として技術を維持することを可能にする制度及び素地があるた

め、技術面の持続性が期待される。 

3) 財政面 

プロジェクトがシエラレオネ・リベリア向け研修費用、旅費等を負担しているため、プ

ロジェクト終了後は、域内諸国あるいは CSTC が予算を確保しない限り、プロジェクトが

構築した域内研修スキームの継続が財政面から非常に難しくなることが予想される。ま

た、プロジェクトが養成してきた兼任講師を確実に活用できる場である域内研修スキーム

の継続が困難な場合は、CSTC が予算を確保しない限り、国内コースにおいてプロジェク

トが養成した兼任講師の活躍の場の確保が難しいと想定される。したがって、プロジェク

ト終了後に、本プロジェクトの成果が有効に活用され、上位目標を達成するためには、財

政面での課題を克服することが必要である。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 実施プロセスに関すること 

・第 1 フェーズのプロジェクトから蓄積された資産：①CSTC 校長の高いオーナーシップ、②

OHCS と CSTC の良好な関係、③プロジェクトの第 1 フェーズで用いられたアプローチのシ

エラレオネ・リベリア向け研修への活用。 

・さまざまな有効なアプローチの導入：①タスクチーム制度、②ラーニングプラットフォーム、

③合宿型ワークショップ、④OJT 型技術移転制度、⑤分野専門家の活用、⑥ローカルコンサ

ルタントの活用。 

・カウンターパートのイニシアティブ：①委員会、②My Excellency Series 

・海外研修：①シンガポール研修、②本邦研修 

・主要カウンターパートの異動がなく、職員数が増加したこと 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・新たに雇用される専任講師に対する育成活動が想定されていなかったこと。 

(2) 実施プロセスに関すること 

・CSTC 新講義棟建設の遅れから、講義室の不足が解消されていないことに加え、当該講義棟

への供与機材の使用ができない状況にあること。 

・公務員研修に対する政府予算の不足から、講師謝金負担を減らすために、プロジェクトで要

請した兼任講師の活用を削減せざるを得なかったこと。 

・一部の兼任講師が、交通費が支給されない等の理由から、LP やピアレビューといったプロ

ジェクト活動に参加しなかったこと。 

・新任の専任講師は研修コーディネーターを兼務することになっているが、職位別研修制度整

備の遅れから、この業務（研修生選定や電話による勧誘、研修費の支払催促などを含む）を

効率的に行うことができず、多大な時間とエネルギーを奪われることから、新任専任講師の

モチベーションを下げる一因になっていること。 

３－５ 結論 

妥当性については、ガーナの国家開発目標及び日本の対ガーナ援助政策、ガーナ、シエラレオ

ネ、リベリアの公務員研修に対するニーズに合致しているが、プロジェクトの手段の適切性には

制約があり、有効性及び持続性を下げる要因になっている。有効性については、「シエラレオネ・

リベリア向け研修実施の枠組みを構築する」という現在の指標が目指す定義に基づけば、ある程

度有効であると考えられる。経験のある講師と経験の少ない講師の能力格差の是正、CSTC の経

営面での能力向上、国内研修へのスキル適用が十分でない等の課題に対し適切に対処されるなら

ば、有効性はさらに高まると考えられる。 

プロジェクトには以下のとおり、効率性に寄与する正負両方の要因があった。正の要因として、

①CSTC による高いオーナーシップや日本人専門家との信頼関係、②シンガポールや日本におけ

る研修内容及び実施時期の適切性、一方で、負の要因として③新校舎建設及び機材供与の遅延が

確認された。また、①シエラレオネ・リベリア向け研修で習得したスキルの国内研修への適応、

②CSTC の名声の向上など、その他の正のインパクトも発現している。持続性については懸念事

項が多く、その改善に一層の努力が不可欠である。 

全般的に、プロジェクトは ADDIE モデルに沿ってシエラレオネ・リベリア向け研修を実施す

る能力強化に成功している。プロジェクト第 1 フェーズから構築された資産が生かされ、プロジ

ェクトの効果が支援終了後も維持されるよう、プロジェクト後半では、習得したスキルを CSTC

の組織全体に普及し、国内コースに定着させることで、より一層の組織強化を促進していくこと
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が望まれる。 

 

３－６ 提言 

(1) プロジェクトに対する提言 

以下のとおり、プロジェクト効果の持続性を高める戦略を作成し、実施することを提言す

る。 

1) コース計画及びその実施など日本人専門家による支援が必要な業務について、CSTC へ

の更なる移管を進めること。 

2) CSTC 専任講師の能力（特に M&E 及び TNA）の標準化を促進すること。 

3) CSTC 専任講師にとって必要な ICT スキルの向上に対し、実現可能な対策を取ること。

4) CSTC/OHCS が作成した 3 年間の経営戦略であるアクションプランの実施状況を定期的

に確認すること。 

5) 域内研修で習得した知見及びスキルの国内コースへの適用状況、進捗を把握すること。

6) より高度な TOT の実施等、講師の知的好奇心を刺激するような活動を取り込むこと。

 

(2) CSTC に対する提言 

1) 長期的な視点を織り込んだ新たに雇用された専任講師に対する人材育成計画を作成す

ること。 

2) 公務員経験のある中堅レベルの専任講師を極力採用すること。 

3) CSTC/OHCS が作成した 3 年間の経営戦略であるアクションプランを実施すること。 

4) 研修実施予算を確保するためのマーケティング戦略として、ドナーを対象とした広報活

動を検討すること。 

 

(3) OHCS に対する提言 

1) 各省庁の人事局長や研修担当官に向けて、職位別研修制度の普及セミナーを開催するこ

と。 

2) 公務員研修基金を実現するために、閣議メモを最終化し、その承認に向けて努力を継続

すること。 

3) CSTC 講師の能力を強化するために、奨学金や予算を確保し、更なる研修の機会を提供

すること。 

4) 研修候補者の国内コースへの勧誘をより効率化するため、人事データの最新化を継続す

ること。 

 

(4) JICA に対する提言 

1) より持続性を確保できるようなプロジェクト・デザインに変更するため、PDM を改訂

すること。 

2) 他の JICA プロジェクトから CSTC への研修員派遣の可能性を検討し、実現のための働

きかけを行うこと。 

3) シエラレオネ・リベリアにおける担当省庁、JICA 及び他の開発パートナーによる類似

案件との連携を促進するため、両国の JICA フィールドオフィスの協力連携を仰ぐこと。
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３－７ 教訓 

本プロジェクトは、第 1 フェーズのプロジェクトのいわば応用編としてシエラレオネ・リベリ

ア向け研修が CSTC の組織能力強化の手段として取り入れられた。しかし、当初想定されていた

CSTC の国内研修実施能力及び経営能力が、新規に雇用された専任講師の能力開発等をかんがみ

るに、十分ではないことが明らかになった。したがって、類似案件の第 2 フェーズにおいて、よ

り高度なプロジェクト内容を計画する際には、その前提条件が十分満たされているかを十分に確

認することが、プロジェクト効果の持続性を確実にするために重要である。 
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The Summary of Mid-term Review 
 

1. Outline of the Project  

Country：The Republic of Ghana  
Project Title：The Project for Institutional Capacity 

Development of Civil Service Training Centre 

Issue/Sector：Governance Cooperation Scheme：Technical Cooperation  

Division in charge：JICA Ghana 

Office  

Total cost (at the time of evaluation study)： 

158 million yen  

Period of 

Cooperation  

March 1, 2011

～ 

February 28, 

2014 

(3 years) 

Partner Country’s Implementing Organization：Office of 

the Head of the Civil Service (OHCS), Civil Service 

Training Centre (CSTC) 

Supporting Organization in Japan：PADECO Co., Ltd. 

Related Cooperation：Capacity Development of 

Government Administration Project 

1-1 Background of the Project  

The Government of Ghana identified strengthening of governance as one of the high-profile 

problems in “Ghana Shared Growth and Development Agenda(GSGDA), 2010-2013”, and the 

capacity building of civil servants has been proceeded with by one of the key components of 

GSGDA, public sector reform. 

As for civil service training, Civil Service Training Centre(CSTC)has been providing training for 

middle and lower level civil servants in the Republic of Ghana under Office of the Head of the Civil 

Service(OHCS). Since the targeted trainees play core roles in formulation and implementation of 

policies in the Government, their capacity building is crucial in order to improve quality and 

productivity of the service delivery. However, practical training of leadership, work ethics as well 

as quality and productivity improvement had not been carried out before 2007 due to the lack of 

capacity of OHCS/CSTC, despite of the training needs in the country. 

In response to those needs and the request from OHCS, Japan International Cooperation Agency 

(JICA) implemented the three-year technical cooperation project, named “Capacity Development of 

Government Administration” (hereinafter referred as “the previous Project”) for developing 

OHCS’s capacity to launch and implement training programmes for the target group from March 

2007 until February 2010. As a result, CSTC succeeded in strengthening its institutional capacity 

such as designing and implementing training courses for civil servants, with increased numbers of 

training courses and trainers of CSTC and establishment of ADDIE (Analyse, Design, 

Development, Implement, and Evaluate) cycle.  

During the operational period of the previous project, OHCS/CSTC invited civil servants from 

Sierra Leone and Liberia (six from each respective country) to participate in the Ethical Leadership 

training course in Ghana. The Governments of Sierra Leone and Liberia expressed appreciation to 

OHCS and have requested OHCS to provide more training opportunities for their civil servants. 

Through the previous Project, OHCS/CSTC realized the need to further improve its training 

capacity in order to extend its training services to English-speaking countries in the West African 

sub-region. 

In order to respond to the increasing needs of providing training not only in Ghana but also in the 

sub-region as “the Centre of Excellence (COE)”, OHCS, in 2009, requested JICA for the “Project 
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for Institutional Capacity Development of Civil Service Training Centre” (hereinafter referred as 

“the Project”), and JICA launched the succeeding three-year technical cooperation project 

scheduled from March 2011 until February 2014. 

The activities of the Project focus on implementing international training courses inviting civil 

servants from Sierra Leone and Liberia in collaboration with partner institutions in the countries. 

Also, international Training of Trainers (TOT) course was developed utilizing ADDIE cycle model 

in order to cultivate trainers who can facilitate both national and international training courses, and 

institutional skill for training /course management has been strengthened. Such skills include 

developing new training courses for middle and lower class civil servants and local government 

officials. In addition, the Project has been supported by offering overseas training opportunities in 

Singapore and in Japan and supplying equipment to CSTC’s new training building currently under 

construction. 

Since the Project has now reached the midpoint of the operation period, a joint Mid-Term Review 

was conducted in order to evaluate the expected achievement of the Project Purpose and Outputs, to 

verify contributing/ inhibiting factors and to make a consensus on the activities that enhance its 

impact and sustainability in the remaining period of the Project. 

 

1-2 Project Overview  

The Project aims to strengthen the institutional capacity of CSTC in order that CSTC will be 

capable of functioning as the COE in West Africa by scaling up its training management skills, such 

as TNA, developing curricula and training materials, organizing training and M&E, through the 

process of providing EL/QPI and TOT courses for the participants from Sierra Leone and Liberia.  

(1) Overall Goal  

Civil servants and institutions in the sub-region benefit from the services of CSTC as ‘Centre of 

Excellence’ in civil service training. 

(2) Project Purpose 

Institutional capacity of CSTC strengthened towards its functioning as a ‘Centre of Excellence’ in 

civil service training in the sub-region. 

(3) Outputs 

1) OHCS/CSTC personnel have developed capacity to conduct TNA and to develop training 

curricula and materials, including for Ghana and the sub-region. 

2) Training delivery capacity of the CSTC trainers has been strengthened for delivery of 

training for the sub-region. 

3) Capacity to plan and deliver regular training for participants from the sub-region has been 

developed at CSTC.  

4) An M&E system to ensure quality training has been established and implemented by CSTC. 

(4)  Inputs(as of October 2012) 

Japanese side：  

・ Japanese Experts： A total of 4 persons 

・ Counterpart Training in Japan and the third countries： A total of 10 persons    

・ Provision of Equipment： Equivalent to JPN 8,637,714 (by JICA standard exchange rate of 

November 2012) 

・ Local expenses：  JPY 44,926,273  
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・ Employment of local staff： A total of 7 persons  

Ghanaian side：  

・ Counterpart personnel： A total of 15 persons(OHCS, CSTC) 

・ Provision of spaces (Project office, training venue) etc. 

・ Construction of the training building utilizing Japanese Counter-value Fund, amount of 

GHC 1,191,587, which is equivalent to JPY 51,076,662(by JICA standard exchange rate 

of November 2012). 

2. Evaluation Team  

Members 

of 

Evaluation 

Team 

Mr. Koichi Kito Team Leader Senior Representative 

JICA Ghana Office 

Mr. Hajime 

Usukura 

Evaluation Planning 1 Assistant Resident Representative 

JICA Ghana Office 

Ms. Megumi Ando Evaluation Planning 2 Local Consultant 

JICA Ghana Office 

Ms. Fumiko Iseki Evaluation Analysis Consultant 

Global Link Management 

Period of 

Evaluation 
12th～28th November, 2012 Type of Evaluation：Mid-term Review  

3. Results of Evaluation  

3-1 Project Performance 

(1) Outputs  

Output 1 has been mostly achieved. OHCS/CSTC conducted TNA (Training Needs Assessment) in 

Sierra Leone as well as in Liberia, and TNA guideline was compiled. Based on the result of TNA, 

the course curricula and material were developed (indicator 1-2), which participants found relevant 

to their needs (indicator 1-1). It is worth noting that CSTC developed 23 courses targeting local 

government officials mostly by itself. On the other hand, the TNA capacity needs to be strengthened 

since the capacity of TNA differs among individual.  

Output 2 has been partially achieved at the time of Mid-term Review, which is more likely to be 

achieved within the remaining period of the Project. Learning Platform (LP), which is an 

opportunity for reciprocal learning as well as means to train trainers, was organized for nine times. 

At LP, TOT manual was developed and was utilized at advanced TOT for CSTC trainers as well as 

at the 1st international TOT (indicator 2-2). On the other hand, 40％ of trainers taught more than 

one module; 60％ of trainers self-evaluated as capable of teaching more than one module (indicator 

2-1). The challenge to achieve a targeted 80％ is the capacity development of newly recruited 

permanent trainers.  

Output 3 has been achieved and most likely to maintain its achievement during the latter part of the 

Project period. Based on the developed Course Administration Manual, the 1st, 2nd and 3rd 

international EL/QPI courses as well as the 1st international TOT were organized (indicator 3-1). 

Following the manual, the newly recruited permanent trainers have been coordinating international 

courses with the support of CSTC Assistant Principal as well as the Japanese experts. Furthermore, 

100％ of the 1st international TOT participants (all 16 participants) demonstrated the ability to 

deliver training session (indicator 3-2). During the latter part of the Project period, CSTC trainers 

are expected to implement training timely without the support from Japanese experts.      
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Output 4 is most likely to be achieved within the remaining period of the Project, but it has certain 

concern. Based on the developed M&E guideline, M&E were conducted for the 1st, 2nd, 3rd EL/QPI 

and 1st TOT. The course content and training materials as well as course delivery method have been 

reviewed according to the results of course evaluations and impact survey (indicator 4-1). While the 

monitoring on the implementation of Action Plans has been mainly conducted by HRMO and CSA, 

it is only at the time of the impact survey, which is conducted after four months from 

implementation of the training, CSTC can actually observe the situation(indicator 4-2). However, 

CSTC is considering making this impact survey optional due to its cost implication after the 

termination of the Project. If the Project can invent more sustainable and efficient alternative 

method, the effect of the Project can be maintained in better manner. It is also worth noting that 

MSD(Management Service Department)which has been in charge of M&E since the beginning of 

the Project, has been transferring the skills to CSTC. During the latter part of the Project, M&E 

skills of CSTC need to be institutionalized by skill transferring and enhancing the computer literacy 

of permanent trainers on the data input, compilation and analysis.      

(2) Project Purpose  

The narrative of the Project Purpose is not clearly defined, and the interpretations were found 

slightly different among the Project members. Based on the indicators, the Project is advancing 

progressively to achieve the Project Purpose. However, the Project design lacks the aspects of 

upgrading the capacity for national courses, as well as strengthening the institutional management 

of CSTC, although both of them are deduced to be necessary for becoming the COE.  

Descriptions on the indicators are given below. As per indicator 1, the number of adjunct as well as 

permanent trainers increased from 26 to 47 (by 81％); the number of classroom will increase from 

three to 12 (300％) at the completion of the new building. Since this indicator will be most likely to 

be achieved by the important assumptions, it is better to be replaced with another indicator. As per 

indicator 2, the satisfaction rates on trainers’ performance at the 1st, 2nd and 3rd international EL/QPI 

courses as well as the 1st international TOT course were 95％, 100％, 100％, 75％, achieving the 

targeted figure of 60％. As per indicator 3, TNA guideline, Course Administration Manual, M&E 

guideline were developed, and international trainings have been conducted following the ADDIE 

cycle. As per indicator 4, HRMO in Sierra Leone is requesting CSTC to send trainers for TOT 

training in Sierra Leone. HRMO is currently looking into a possibility to link CSTC training with 

TOT in Civil Service College, for which EU plans to support.  

Another achievement of the Project was that the JICA Project of Capacity Development for 

Comprehensive District Development (CDCD) in Sierra Leone has sent participants to CSTC. This 

kind of collaboration with other JICA projects is desirable for CSTC to secure the opportunity for 

conducting international training. 

 

3-2 Summary of Evaluation Results  

(1) Relevance 

Relevance of the Project is high in terms of the policies and the needs of the governments of Ghana 

(GoG) and Japan (GoJ), as well as the needs of Ghana, Sierra Leone, Liberia and CSTC. On the 

other hand, there is certain limitation in the design of the Project, which decreases the effectiveness 

and the sustainability.  

(2) Effectiveness 
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The effectiveness of the Project can differ, depending on the scope of the Project Purpose. This 

Mid-term Review takes this scope of institutional capacity, to be able to provide international 

training with ADDIE cycle. With this definition, the likelihood for the Project Purpose to be 

achieved is high. On the other hand, to be able to provide the service as a Centre of Excellence in 

Ghana as well as in sub-regional countries, the followings need to be dealt with： ①to apply the 

knowhow acquired through international trainings into national courses to ensure the sustainability 

of the effect of the Project; ②to strengthen the management capacity of CSTC. However, this 

Project does not contain the above two aspects, except for developing curriculum and material 

design for national courses. These two aspects have practically become as important assumptions. 

Therefore, the effectiveness consisted of the four Outputs is moderate. During the latter part of the 

Project, the effectiveness could be enhanced by incorporating the above mentioned two aspects. 

(3) Efficiency 

Major portion of the Inputs were properly utilized to produce the Outputs, except for the delay in 

construction of the new building. The large portion of local cost was spent on covering the 

international training course fee, traveling cost for international participants as well as for 

OHCS/CSTC staff to visit sub-regions at the time of TNA and the impact survey. When considering 

the nature of the Project as contributing to the sub-regional cooperation, this point could be 

conceded as appropriate. The aspects which enhanced the efficiency are： ①strong commitment 

and the ownership of the Project, as well as good relationship between counterparts and Japanese 

experts, ②overseas training with the right content at the right timing, while the aspects which 

became as constrains on efficiency are： ①Delay in construction of the new training building and 

the provision of equipment, ②some aspects that are necessary to achieve the Project Purpose, was 

not factored in PDM. 

(4) Impact 

The likelihood of achieving the Overall Goal is heavily depending on the important assumptions. 

While HRMO and CSA may continue seeking services from CSTC even after the termination of the 

Project, CSTC will not be able to provide services (indicator 1), nor will HRMO/CSA be in difficult 

positions to replicate training in respective county (indicator 2), if they cannot secure funds either 

from their governments or donors. On the other hand, CSTC is aiming at providing training and/or 

advice not only in sub-regions but also to local training centres in Ghana as the COE. The Project 

also produced other positive impact as following： 

・Application of knowhow acquired through international training into national courses 

・CSTC staff becomes time consciousness and their team spirit has been enhanced. 

・LP motivated some adjunct trainers who were about to withdraw from the Project.   

・Improvement of CSTC’s prestige  

(5) Sustainability 

The sustainability is a concern at the time of Mid-term Review. 

Policy environment 

The momentum to strengthen civil service training is in favourable direction in the current policy of 

GoG. However, the enforcement of Scheme of Service Training might be hindered, unless the 

centralized training funding under the Training Policy is authorized by the Cabinet; as a result, the 

collection of training fees may not be improved at CSTC. Even though OHCS is committed to push 

forward to materialize the central training funding, it is difficult to estimate how long it would take 
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for the consultation with other MDAs as well as for the authorization by the Cabinet. 

Technical aspect 

Various manuals have been developed to ensure the knowhow and skills acquired through the 

Project to be maintained at CSTC institutionally. On the other hand, the level of developed capacity 

differs by individual trainers. As for M&E component, it has been transferred from MSD to CSTC, 

but the skill transfer has managed only on individual basis. Therefore, the transfer of skills from 

those individuals to other trainers is to be accelerated to further strengthen the dissemination of the 

acquired capacity in the latter part of the Project. As for the planning of the training, it is expected 

that Ghanaian CPs will be able to manage it on timely manner without any support from the 

Japanese experts. 

On the other hand, the technical sustainability of CSTC is expected since CSTC has organizational 

culture to maintain the acquired skills as following： ①CSTC introduced various mechanism (LP, 

material development task team, teaching team etc. ), ②CSTC has culture to incorporate the 

positive change as CSTC applied new skill acquired at Singapore training immediately, ③CSTC 

principal has strong commitment toward becoming COE.    

Financial aspect 

Financial sustainability is of the deepest concern at the time of Mid-Term Review. The Project has 

been providing the cost for sub-regional training courses and traveling etc. Therefore, unless 

sub-regional countries secure their own funding through donors or their own governments after the 

termination of the Project, it would be difficult for CSTC to continue the international training 

scheme. Furthermore, the international trainings have been better occasions to ensure adjunct 

trainers to be utilized. Unless CSTC can secure funding from MOFEP or MDAs, CSTC remains in a 

less favourable position to provide opportunities to utilize trained adjunct trainers for national 

training courses. Therefore, the challenges in the financial aspects need to be solved in order to 

continue utilizing the effect of the Project after the termination of the Project and to achieve the 

Overall Goal. 

 

3-3  Factors promoting project progress  

(1) Factors related to the implementation process  

・ Assets accumulated from the previous Project：  ①Strong sense of ownership by CSTC 

Principal, ②good communication between OHCS and CSTC, ③utilization of the approach 

established in the previous Project into sub-regional training. 

・ Incorporation of various approaches： ①Task team system for developing curriculum and 

materials, ② LP, ③ Retreat workshop, ④ Skill transfer mechanism for newly recruited 

permanent staff, ⑤Utilization of Subject Matter Expert (SME), ⑥Recruitment of local 

consultant. 

・ Own initiatives by CP, such as Committees and My Excellency Series. 

・ Overseas training 

・ No transfer of major CPs and the increase in the number of staff. 

 

3-4  Factors inhibiting project progress  

(1) Factors related to planning 

Non-incorporation of the activity for developing the capacity of newly recruited permanent trainers. 
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(2) Factors related to the implementation process 

・ Delay in infrastructural improvement of CSTC, which means an important assumption in PDM 

not met. 

・ Budgetary constraints on the Government, which means an important assumption in the PDM 

not met. 

・ Less motivation of some adjunct trainers 

・ The issues related to the coordination of training, such as nominating training participants.  

 

3-5  Conclusion 

Regarding the relevance, the needs and the policies of GoG and GoJ were met, as well as the needs 

of Ghana, Sierra Leone, Liberia and CSTC. However, the strategy of the Project had a certain 

shortcoming, which reduces the effectiveness and the sustainability. As for the effectiveness, it is 

fair if the narrower definition of the Project Purpose is assumed, which is to establish the 

framework to implement international trainings. The effectiveness could be enhanced, provided that 

some challenges, such as the variance of capacity between senior and less experienced trainers, the 

managerial/administrative capacity and the capacity to serve national training are addressed. The 

Project has both factors that enhance or reduce the efficiency. Some noteworthy factors include： ①

strong commitment and trust between CSTC and the Japanese experts, ②good contents and right 

timing of overseas training in Singapore and in Japan, as well as ③delay in the construction of the 

new building and the provision of the equipment. The Project also enjoyed several positive 

impacts： application of skills acquired through international training to national courses, and the 

enhanced image of CSTC. In terms of sustainability, it is the deep concern and requires intensive 

efforts for the improvement.  

Overall, the Project is successful in developing capacity to implement international training 

following ADDIE cycle. In the latter part of the Project, the institutionalization of the skills 

acquired should be further strengthened through dissemination of skills among CSTC staff, as well 

as application of the skills to national courses, in order to sustain the effect of the Project by 

cherishing the assets created since the previous Project. 

 

3-6 Recommendations  

It is recommended to formulate and implement a strategy to enhance the sustainability of the effect 

of the Project as follows. 

Recommendations to the Project 
1. The Project is suggested to accelerate handing over the parts on which the Japanese experts 

have been providing much assistance as a part of exit strategy, especially the planning and 

coordination of the courses. 

2. The Project should accelerate to standardize the capacity of CSTC permanent trainers, 

especially strengthening M&E and TNA. The implementation of skill transfer mechanism is to 

be continued. 

3. The Project is suggested to identify necessary ICT skills of permanent trainers related to the 

Project activities, and take feasible measures to enhance their ICT capacity, starting with M&E 

data inputs, compilation and analysis. 

4. The Project is recommended to monitor the implementation status of CSTC three-year 



 

xvi 

Strategic Management Plan periodically. 

5. The Project is recommended to follow the progress on the application of knowhow obtained 

through international training into national courses, especially into EL/QPI course. It is 

recommended to include this aspect in the activity at the time of PDM revision. 

6. It is recommended to include some aspects to stimulate their intellectual desires. 

7. Recommendations to CSTC 

8. CSTC is recommended to prepare the staff development plan with the long-term perspective. 

The plan could include the possibility of attaching them to MDAs for certain period to deepen 

their understanding of the civil service. Furthermore, it is suggested to take into account 

permanent trainers who will be employed next year in this staff development plan. 

9. As CSTC plans to increase the number of permanent trainers next year, CSTC is recommended 

to consider the possibility of hiring more experienced permanent trainers in order to make 

balance among training management class. 

10. In order to strengthen the institutional capacity as well as to enhance the sustainability of the 

Project, CSTC should implement three-year Strategic Management Plan, an action plan 

formulated at TOT in Japan. 

11. As a part of marketing strategy, CSTC is encouraged to consider approaching development 

partners to conduct training for other institutions inside and outside Ghana. To establish the 

first model, liaising with HRMO in Sierra Leone should be strengthened to materialize the 

collaboration with EU funding. 

Recommendations to OHCS 

12. In order to raise the awareness on Scheme of Service Training, OHCS should hold the 

dissemination seminar at CSTC, targeting MDAs HR director and HR person in charge of 

training. 

13. In order to materialize the Centralized Training Funding mechanism, OHCS is requested to 

continue making efforts to finalize the Cabinet memo and seek for its authorization. 

14. In order to develop the capacity of the CSTC trainers, it is suggested that OHCS could 

facilitate the provision of further training (diploma, mater’s degree etc.) through fellowship 

programme or whenever funding becomes available. 

15. OHCS is recommended to continue making efforts on updating personnel database. 

Recommendations to JICA  
16. JICA is recommended to revise PDM by consulting the Project on the above suggestions for 

the Project; at the same time to clarify and build common understanding on the definition of 

the Project purpose. 

17. JICA is recommended to make efforts to look into the possibility of liaising CSTC training 

with other JICA projects in the sub-region and Ghana. 

18. In order to secure CSTC continue conducting international trainings, it is important for JICA to 

promote the collaboration with partner institutions (HRMO/CSA) in Sierra Leone and Liberia 

as well as other development partners.  

3-7 Lessons Learned  

The foundation of CSTC, such as the capacity to implement national courses and the managerial 

capacity, was found to have some limitations, considering the necessity of developing the capacity 

of newly recruited trainers, although this Project was designed as an advanced version of the 
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previous project. Therefore, when JICA plans the second phase of a project with advanced level 

when formulate another similar project, it is important to ensure that the pre-condition is met so that 

the sustainability of the effect of the Project is secured. 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

 ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、ガバナンスの強化は「中期国家開発計画（Ghana 

Shared Growth and Development Agenda：GSGDA）2010～2013 年」における重要課題の 1 つであり、

その主要分野の 1 つである公共セクター改革の文脈において公務員の能力強化が行われている。 

 国家公務員養成に関しては、ガーナ人事委員会（Office of the Head of the Civil Service：OHCS）

が採用・昇進・給与・服務・研修等の責任機関であり、中堅公務員以下を対象とした「公務員研

修センター」（Civil Service Training Centre：CSTC）を管轄している。局長補佐や課長・課長補佐

レベルの中堅公務員は関係各省において政策の策定・実施の中核を担う層であり、公共サービス

の質や効率の向上のためにはその能力向上が不可欠である。しかし、現行制度においては技術研

修は省ごとに実施されている一方、リーダーシップ・公務員倫理・生産性向上などの公務員共通

分野に係る中堅公務員向けの研修はニーズが高いにもかかわらず、OHCS の研修運営実施能力不

足からほとんど実施されてこなかった。  

 上記の背景に基づき、JICA は公共セクター改革の担い手である中堅公務員の人材育成及び倫理

向上に資するべく、CSTC をカウンターパート（C/P）機関として 2007 年 2 月から 2010 年 2 月ま

で 3 年間にわたり技術協力プロジェクト「公務員能力強化計画プロジェクト」を実施した。中堅

公務員向け短期研修コース〔倫理的リーダーシップ/品質・生産性向上（Ethical Leadership/Quality 

and Productivity Improvement：EL/QPI）〕の開発・実施を通じて OHCS/CSTC の研修企画・実施能

力を含む組織能力の向上を支援した結果、研修コースや研修講師の大幅な増加、研修評価サイク

ルの確立など大きな成果を生んだ。また、同プロジェクトの後半では近隣諸国からも CSTC が行

う研修への参加ニーズが確認された。 

 一方で、今後の研修ニーズ増加に対応し、CSTC が目標とする「西アフリカ地域の公務員研修

における中核的研修・研究拠点（Centre of Excellence：COE）」となるには一層の能力向上が求め

られたため、2009 年に OHCS より本プロジェクトの実施に係る支援の要請があり、わが国は 2011

年 3 月から 2014 年 2 月までの 3 年間の予定で技術協力プロジェクト「公務員研修センター機能強

化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）を実施中である。本プロジェクトでは、西ア

フリカ地域の公務員研修における COE としての機能を果たすことを目指し、CSTC の組織能力が

強化されることを目標としている。 

 本プロジェクトは、現在第 2 年次活動（2012 年 5 月～2013 年 3 月）を行っており、シエラレオ

ネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）及びリベリア共和国（以下、「リベリア」と記す）の

公務員研修実施機関との連携による各国からの研修員の受入れ、ADDIE モデル（分析・設計・開

発・評価の各ステップを順次実施・改善する人材開発技法）を用いた国内及び国際講師養成

（Training of Trainers：TOT）コースの実施、及び中堅公務員向けの新コース（倫理的リーダーシ

ップ/品質・生産性向上）の開発・教材作成への協力を通した研修運営能力を強化している。また、

第三国及び本邦研修（2012 年 10 月 28 日～11 月 11 日）による組織運営能力の習得、及び CSTC

新講義棟への機材供与を通して CSTC の組織強化を支援している。 

 今般、プロジェクト開始から 1 年 8 カ月が経過し、終了まで 1 年半を残す中間地点にあること

から、中間レビュー調査団を派遣することとなった。 
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１－２ 調査団の目的 

(1) プロジェクトの活動実績や目標達成状況を検証し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の各観点から評価・分析を行い、特に終了後のインパクト及び持続性

を高めるための施策を検討し、「合同評価報告書」として取りまとめる。 

(2) 調査の結果を受け、プロジェクトの方向性、プロジェクト後半の懸案事項への対応方法等

ついて、ガーナ側関係者と協議を行う。 

(3) 上記協議の結果を協議議事録（ミニッツ）として取りまとめ、ガーナ側と署名により確認

を行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

調査団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 木藤 耕一 JICA ガーナ事務所 次長 

評価企画 1 臼倉 紀 JICA ガーナ事務所 所員 

評価企画 2 安藤 愛 JICA ガーナ事務所 在外専門調整員 

評価分析 井関 ふみこ グローバルリンクマネージメント株式会社 研究員 

 

１－４ 調査日程  

 2012 年 11 月 12 日（月）～11 月 28 日（水） 

（付属資料 1 協議議事録 Annex 2 のとおり） 
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第２章 調査の方法 
 

２－１ 評価の手順 

 本評価調査は、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）』に基づいた評価手法に

沿って、以下のとおり実施した。 

ステップ 1：プロジェクト開始当初からのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）に基づいて評価をデザインした。 

ステップ 2：プロジェクトの実績を中心とした情報を収集し、実施プロセスを検証するとともに、

プロジェクトの目標達成度合いに貢献した要因・阻害した要因を分析した。 

ステップ 3：評価 5 項目（「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」）に基づき、プ

ロジェクトを評価した。 

ステップ 4：プロジェクト残存期間の活動に対しての提言、及び類似案件に対する教訓を抽出し

た。 

 

(1) PDM の各項目概要〔付属資料 2 PDM（和文）を参照のこと〕 

 PDM の各項目概要は以下の表２－１のとおりである。 

 

表２－１ PDM の各項目 

上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果 

プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲット・グループ（人、組

織を含む）や対象社会に対する直接的な効果。技術協力の場合は、原則として

プロジェクト終了時に達成される 

成果 「プロジェクト目標」達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス 

活動 「投入」を使って「成果」を産出するために必要な一連の行為 

外部条件 プロジェクトではコントロールできないが、プロジェクトの成否に影響を与え

る外部要因 

指標 プロジェクトの業績やプロジェクト実施による変化を測るための定量的・定性

的な変数 

入手手段 プロジェクトの達成度や業績を測るための情報源・調査手段 

投入 「成果」を産出するために必要な資源（人材、資機材、運営経費、施設等） 

前提条件 プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条件 

 

(2) 評価 5 項目 

本評価調査における評価 5 項目の定義は以下の表２－２のとおりである。   
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表２－２ 評価 5 項目 

妥当性 評価時点において、プロジェクトが妥当であるかどうかを、ガーナ政府の政

策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の観点から検討する。 

有効性 プロジェクトの成果の達成の度合い、及び成果がプロジェクト目標の達成度

にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、

あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、政策的側

面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの持続性の見込みを考察する。 

 

２－２ データ収集方法 

 本調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

〈既存資料レビュー〉 

第 1 次フェーズ終了時評価報告書、詳細計画策定調査報告書、インセプションレポート、プ

ロジェクト進捗報告書、プロジェクト業務完了報告書、プロジェクト成果品、MSD 経営評価

報告書、政策関連資料等 

〈アンケート調査〉 

CSTC 職員、OHCS 職員及び日本人専門家 

〈主要カウンターパートへのインタビュー〉 

CSTC 職員及び OHCS 職員 

〈フォーカスグループディスカッション（Focus Group Discussion：FGD）〉 

兼任講師、CSTC 専任講師 

〈直接観察〉 

①本邦研修（CSTC 戦略経営計画発表会）2 

②TV 会議（シエラレオネ・リベリア研修員のアクションプラン・モニタリング） 

③第 10 回ラーニングプラットフォーム （Learning Platform3：LP） 

調査対象者の詳細は、付属資料 1 協議議事録 Annex 1 を参照のこと。 

 

２－３ 評価の制約 

 関係機関であるシエラレオネの人事院（Human Resource Management Office：HRMO）及びリベ

リアの人事院（Civil Service Agency：CSA）に質問票の回答を依頼した4が、提出がなされなかっ

た。したがって、本評価に必要となる域内国の情報（政策、ドナー動向、アクションプランのモ

ニタリング実施状況、CSTC に対する要望、上位目標に向けた側面等）については、プロジェク

ト側からの情報に限定されている。 

  

                                                        
2 本邦研修の一環で、CSTC 戦略経営計画をアクションプランとして作成した。 
3 LP は、講師職能開発研修の手段である。詳細については、「３－３ 成果の達成状況 (1) 成果 1」を参照のこと。 
4 質問票送付後、アクションプラン・モニタリングの際や、専門家を通じて何度も依頼したが、提出がなされなかった。 



 

－5－ 

第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側 

(1) 専門家派遣 

延べ 4 名の専門家が、2012 年 10 月までに合計 30.09 人/月分の投入計画のもと派遣され

ている。詳細については、以下の表３－１を参照のこと。 

 

表３－１ 専門家配置 （人/月） 

 専門分野 氏 名 第 1 年次 第 2 年次 合計 

1 総括/ 組織能力強化/ 域内協力 斉藤 州紀  5.90 3.60 9.50 

2 研修企画 1 西渕 あきこ  5.83 1.90 7.73 

3 研修企画 2 高橋 輝樹  8.70 3.63 12.33 

4 業務調整/ 組織能力強化 町田 和俊  0.53 0.53 

合 計 20.43 9.66 30.09 

 

(2) 供与機材 

CSTC に対して、ジェネレーター、プロジェクト車両、IT 機器（ラップトップ、プロジ

ェクター、コピー機など）、家具など総額 863 万 7,714 円相当5が供与された。 

機材供与に関する詳細は、付属資料 1 協議議事録 Annex 4 を参照。 

 

(3) 現地業務費 

プロジェクト開始から 2012 年 10 月までに現地業務費として合計 4,492 万 6,273 円が支

出された。これには、現地雇用のカリキュラム・教材開発のための専門家、研修コーディ

ネーター、運転手 2 名の人件費が含まれる。 

現地業務費に関しての詳細は以下表３－２のとおりである。 

 

表３－２ 現地業務費内訳 

内訳 第 1 年次（円）
第 2 年次（円） 

10 月末現在 
合計（円） 

現地業務費に

占める割合 

（％） 

研修活動費  9,903,740  3,231,583 13,135,323 29 

旅費 14,728,006  7,861,417 22,589,423 50 

人件費  3,842,352  1,414,437  5,256,789 12 

その他  3,274,559    670,179  3,944,738  9 

合計 31,748,657 13,177,616 44,926,273  

 

 

                                                        
5 2012 年 11 月の JICA 統制レート（ガーナセディ＝42.8644 円）にて換算。 
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(4) 海外研修 

2012 年 11 月までに延べ 10 名のカウンターパートが、日本及びシンガポールにおける研

修に派遣された。 

1) シンガポールにおける研修 

 

表３－３ 第三国研修 

研修名 日 程 参加者名/役職 

シエラレオネ・リベ

リア向け EL/QPI コ

ース教材の効果的レ

ビュー 

2012 年 2 月 4 日～

2012 年 2 月 12 日 

Dora Dei-Tumi, CSTC 校長 

Evans Habadah, CSTC 副校長/専任講師 

Eric Amankwah, CSTC 副主任ⅡB 

Mohammed S. Adams, CSTC 副主任ⅡB 

 

2) 本邦研修 

表３－４ 本邦研修 

研修名 日 程 参加者名/役職 

研修センターの運営 2012 年 10 月 26 日～

2012 年 11 月 12 日 

Alidu Fuseini, Director, OHCS 次官 

Patricia Agyepong, OHCS 雇用研修開発局

（RTDD）局長 

Dora Dei-Tumi, CST 校長 

Eric Amankwah, CSTC 副主任ⅡB 

Daniel Sackitey, CSTC 主任会計士 

Foster Agbemafle, CSTC 専任講師 

 

(5) ローカルスタッフ 

2012 年 11 月までに、延べ 7 名のローカルスタッフが雇用された。詳細は以下表３－５

を参照のこと。 

 

表３－５ ローカルスタッフ 

1 Mawuko A. Fumey 研修コーディネーター パートタイム 2011/2012 年

2 Joe Issachar コンサルタント 

（公務員研修アドバイザー） 

パートタイム 2011 年 

3 Raymond M. Mensah コンサルタント 

（リーダーシップ分野専門家）

パートタイム 2011 年 

4 Franklin A. Benefo コンサルタント 

（倫理分野専門家） 

パートタイム 2011/2012 年

5 Philip Osei-Antoh コンサルタント 

（品質・生産向上分野専門家）

パートタイム 2011 年 

6 Kingsley Okygere ドライバー フルタイム 2011 年 

7 Paapa W. Appiah ドライバー フルタイム 2012 年 
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３－１－２ ガーナ側 

(1) カウンターパートの配置 

中間レビュー調査時点において、ガーナ側として、15 名のカウンターパートが配置され

ている。主なカウンターパートは以下のとおり。 

・プロジェクト・ディレクター（OHCS 委員長） 

・プロジェクト・副ディレクター（OHCS 雇用研修開発局長） 

・プロジェクト・マネジャー（CSTC 校長） 

その他のカウンターパートの詳細については、付属資料 1 協議議事録 Annex 5、カウン

ターパート組織図については Annex 6 を参照のこと。 

 

(2) 関係/協力機関 

プロジェクト活動における関係/協力機関は、シエラレオネ人事院（HRMO）、リベリア

人事院（CSA）、大統領府下のガーナ人事委員会マネジメントサービス局（Management 

Service Department：MSD）である。 

 

(3) CSTC による執務室提供及び現地活動費 

・CSTC 施設内における専門家の執務室の提供 

・研修室の提供 

・シエラレオネ・リベリアの研修員向け研修費の一部負担6 

・水道光熱費等 

 

(4) 見返り資金による研修棟の建設 

見返り資金（119 万 1,587 ガーナセディ、約 5,107 万 6,662 円相当7）によって、新講義棟

が建設されている。 

  

３－２ 活動実績 

 プロジェクトの活動は、おおむね計画どおり実施されている。PDM に定められたもの以外にも、

CSTC のイニシアティブを促進するために有効であると日本人専門家が判断した以下活動が行わ

れた。 ①新任専任講師を OJT 型で養成する技術移転制度、②CSTC 職員全員で COE に向けたビ

ジョン共有を行うための My Excellency Series、③CSTC 戦略経営計画の作成支援、④リーフレッ

ト、パンフレット、ウェブサイト、ニュースレターの作成支援。 

 活動実績表は付属資料 1 協議議事録 Annex7 を参照のこと。 

 

３－３ 成果の達成状況 

(1) 成果 1：OHCS/CSTC の職員がガーナ及びシエラレオネ・リベリアの研修員向けの研修ニー

ズ・アセスメントを実施し、研修カリキュラム及び教材を作成する能力を習得する。 

 

                                                        
6 CSTC は、第 1 回 EL/ QPI では、27.6 ガーナセディ、第 2 回 EL/QPI では 26.4 ガーナセディ、第 3 回 EL/QPI では 2817.5 ガー
ナセディ、第 1 回 TOT では 2871.5 ガーナセディ、計 5,743 ガーナセディを負担した。 

7 2012 年 11 月の JICA 統制レート（ガーナセディ=42.6844 円）にて換算。 
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表３－６ 成果 1 の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1-1：CSTC の職員によって開発さ

れた研修カリキュラム及び教

材が域内国の研修員ニーズに

合致しているとの評価を受け

る。 

シエラレオネ・リベリアの研修員による回答は以下のとおり。

 カリキュラムと

研修員ニーズの

合致8 

教材の満足

度9 

第 1回シエラレオ

ネ・リベリア向け 

EL/QPI コース 

100％ 95％ 

第 2回シエラレオ

ネ・リベリア向け 

EL/QPI コース 

100％ 100％ 

第 3回シエラレオ

ネ・リベリア向け 

EL/QPI コース 

96％ 96％ 

第 1回シエラレオ

ネ・リベリア向け 

TOT コース 

100％ 82％ 

1-2：OHCS/CSTC 職員が、適切な

研修ニーズ・アセスメントを

基に研修カリキュラム及び教

材を開発できる能力を示す。

・ 研修ニーズ調査に基づいて、シエラレオネ・リベリア向け

EL/QPI コースのカリキュラム及び教材が開発された。 

・ ガーナ地方政府向けに 23 コースが開発された。2012 年内に

コース開催が予定されている。 

  

指標によると、成果 1 は既に達成されているものの、研修ニーズ・アセスメント（Training 

Needs Assessment：TNA）の能力は CSTC 職員間で個人差がある。 

OHCS/CSTC は、シエラレオネ及びリベリアにおいて研修ニーズ調査を実施し、TNA ガイ

ドラインを作成した。この調査結果に基づき、コースのカリキュラムと教材が開発され、域

内研修員のニーズとも合致しているとの評価を受けている。なお、第 1 回 TOT の教材満足度

が比較的低い理由について、TOT コースでは、EL/QPI に比べより多くの新任の専任講師が

講義を担当したため、パワーポイントスライドの質が経験豊富な講師のレベルに到達してい

なかったことも、教材満足度を下げた要因と考えられている。 

当初予定されていなかったものの、地方政府からの要請に基づき、CSTC が TNA を実施し、

地方公務員向けの 23 コースをほぼ独自で開発したことはめざましい功績である。当初から計

画されていた顧客サービス（Customer-care）コースの開発は、プロジェクト後半で継続され

る予定である。 

教材開発については、第 1・2 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コースの研修員から

のフィードバック及びシンガポール研修で習得した知見に基づいて、シエラレオネ・リベリ

                                                        
8 研修終了時評価における質問 “Did you find the course relevant to your personal needs as a Civil Servant and to the interests of 

your MDA/MAC（Job, Work, and Responsibility）?”への回答として、第 1、2 回 EL/QPI 研修及び第 1 回 TOT 研修で 100%、第
3 回 EL/QPI で 96%が、“Very Good”あるいは“Good”と回答した。プロジェクトは、“Very Good”と“Good”を「ニーズに合致」
と判断している。  

9 研修終了時評価における質問“Were you satisfied with the quality of the course materials?”への回答として、第 1回 EL/QPI研修で
は 95%が“Good”あるいは“Very Good”と回答し、第 2EL/QPI 研修では 100%が、第 3 回 EL/QPI では 96%が、第 1 回 TOT では
82%が同様に回答した。プロジェクトは“Very satisfied”と“Satisfied”を「満足」と判断している。 
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ア向け研修の教材改訂が継続的に行われた。その結果、従来の「知識偏重型」から、より成

人教育に適した「スキル習得型」に焦点がシフトされた。同時に、内容の重複を避けるため

に、「リーダーシップ」「倫理」「品質・生産性向上」の 3 つの分野が 1 つに統合され、より実

践的な内容に改訂された。この過程で、ラーナーワークブック、トレーニーマニュアル、フ

ァシリテーションガイドが開発された。 

プロジェクトは、各教材を以下のように整理している。 

①〈ラーナーワークブック〉 

研修員が講義中に主に使用する「研修マニュアル」 

②〈トレーニーマニュアル〉 

研修内容に係る知見をまとめた「参考資料」 

③〈ファシリテーションガイド〉 

EL/QPI 研修の講義内容、講義方法、事例教材等をまとめた「講師用指導書」 

 

インタビュー及び FGD では、ファシリテーションガイドの開発、EL/QPI マニュアルの改

訂、そして教材の簡素化が教材改訂のよい成果として挙げられた。簡潔な解説と効果的な演

習をまとめたラーナーワークブックは、コースをより参加型にするために有効である点も挙

げられた。また追加教材として、TOT のためのファシリテーションガイド、ラーナーワーク

ブックのような補助教材の開発に対する要望が高かった。その他、プロジェクト活動に直接

的に関与するものではないが、M&E や講義に使用するパワーポイントスライドの作成に必要

な ICT スキルを標準化するためのガイドライン、e-learning を実施するためのガイドライン等

の開発要望も挙げられた。プロジェクト活動のなかでどのように活用されるかその現実性を

考慮したうえで適切な補助教材が選択され、その開発が今後活動に取り入れられることが望

ましい。 

貢献要因としては、講師職能開発研修の手段である「ラーニングプラットフォーム（LP）」、

「合宿型ワークショップ」、教材開発のための「タスクチーム制度」など、さまざまな有効な

仕組みを、日本人専門家がプロジェクトに導入したことが挙げられる。 

LP とは、「双方向の学びの場」であり、PDM の 4 つの成果すべてを対象に技術移転を実施

するメカニズムとして、以下の目的とともに導入された。 

①タスクチームメンバーが活動進捗を発表する場 

②主要メンバーと兼任講師が経験を共有し、意見交換を行う場 

③各省庁の仕事で時間的制約のある兼任講師がプロジェクト活動に参加し、意欲を高める場 

 

FGD 及びインタビューによると、LP は新たな技術を習得でき、刺激を受ける場であると

ともに、フィードバックや情報共有の場としても機能を発揮し、チーム精神の醸成の場とし

ても有効であることが確認された。合宿型ワークショップは、カリキュラム及び教材を開発

するための集中型 LP として実施されており、参加者に好評であった。 

さらに、教材を開発するために分野別のタスクチーム制度が導入され、CSTC 専任講師を

中心に、兼任講師及び MSD 職員からなる合計 16 名が教材開発に参加した。ローカルコンサ

ルタントが課題別専門家（Subject Matter Experts：SME）として 3 つのタスクチームにそれぞ

れ配置され、この過程で CSTC 職員は、SME の活用を学んだ。CSTC は、このタスクチーム
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制度を非常に有効であると認識し、来年研修カリキュラム開発部署を設立する際には、各分

野にこの制度を導入する予定である。 

指標は既に達成されているものの、CSTC からの TNA への参加者は、事前準備調査に 2 名

（校長、副校長）、TNA 調査に 2 名（副校長、専任講師）のみと限定的であったため、TNA

を実施する能力には CSTC 職員内で個人差がある。プロジェクト期間中に新規採用された専

任講師10から、TNA 能力を強化したいという要望が挙げられており、新たな国内コースの開

発時の TNA 調査あるいは他の LP 等を通して、これらの専任講師の TNA 能力を強化するこ

とが課題として残されている。 

 

(2) 成果 2：シエラレオネ・リベリアの研修員への研修実施に向けて、CSTC の講師陣の研修実

施能力が向上する。 

 

表３－７ 成果 2 の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

2-1：複数の研修モジュールを教え 

ることができる CSTC の講師

数が 80％に増加する11。 

・ 第 1、2、3 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コース

及び第 1 回 TOT コースにおいて講義を担当した 31 名の講

師のうち、19 名が 2 モジュール以上を担当した。これは、

登録されている全講師 47 名中の 40％に相当する。 

・ 全講師中 28 名（60％）が、シエラレオネ・リベリア向け

コースの 2 モジュール以上を担当できると自己評価して

いる。 

2-2：TOT マニュアルが開発され、

CSTC 講師がこれを利用する。 

・ TOT マニュアルが開発された。 

・ TOT マニュアルが CSTC 講師向け上級 TOT で活用された。

・ TOT マニュアルが、第 1 回シエラレオネ・リベリア向け

TOT で活用された。 

 

成果 2 は、中間レビュー調査時点ではすべては達成されていないものの、残りのプロジェ

クト期間中におおむね達成されると見込まれる。 

中間レビュー時点で未達成の指標 2-1 については、経験豊富な兼任講師の多くは、自らが

所属する省庁において局長あるいは副局長等の上級管理職ポストについており、公務員とし

ての具体的な事例を織り込む形でコース内容をより充実させるなど、研修実施能力の着実な

向上がみられる。一方で、新たに採用された専任講師の研修実施能力の育成が課題であり、

プロジェクトは今後これら講師の育成に注力する方針である。この指標 2-1 については、課

題をより明確にするために、兼任講師と専任講師を分けて分析することが望ましい。 

「３－３ 成果の達成状況 (1) 成果 1」で既述のように、講師陣の研修実施能力を向上さ

せるために、LP が 9 回実施された。その成果として、TOT マニュアルが開発され、CSTC 講

師向け上級 TOT 研修及び第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT において活用された（指

                                                        
10 プロジェクト開始後、新たに 6 名の専任講師が増員された（7 名採用、1 名退職）。2011 年 3 月に 5 名が、2012 年 1 月 1 名

が雇用されたが、1 名が退職したため、2012 年 3 月に 1 名交替要員が採用された。 
11 PDM にある指標 2-1 の脚注には、「この条件を満たしている講師は、17 名中 11 名（65%）である。OHCS/CSTC は、プロジ

ェクト終了までにこの数を 37 名中 30 名（80%）にすることを計画する」とある。現在登録されている講師数は 47 名であ
るため、「47 名中 38 名（80%）」と修正する必要がある。 
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標 2-2）。上級 TOT 研修については以下を、第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT につい

ては、次項「(3) 成果 3」を参照されたい。 

2012 年 8 月、スキル習得型講義手法の習得を目的として、CSTC 講師を対象に上級 TOT が

実施された。インタビューによると講師の多くが、特に①講義手法の標準化、②公務員研修

に適したケーススタディの織り込み、③効果的なパワーポイントスライドの作成方法、④研

修マニュアルの活用方法などの点で、本研修が有効であったと回答している。また、講師陣

は、上級 TOT によって習得した技術は国内コースを教える際にも活用できると回答している。

一方、経験豊富な兼任講師の何名かは、本研修を経験共有あるいは復習の域を出ないレベル

であると感じ、海外から専門家を招へいして、新たな技術を習得できるような、より高度あ

るいは学術的な TOT の実施を要望している。第 1 フェーズのプロジェクトでは、シンガポー

ルから専門家を招へいして研修が実施された経緯があり、FGD に参加した兼任講師達はこの

研修が非常に有益であったと回答している。 

課題となっている指標 2-1 の達成を促進する仕組みとして、第 9 回 LP において新たな講

師配置体制である「講義チーム制度」が導入され、第 3 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI

コースから適用された。この講義チーム制度は、経験の少ない講師に講義の機会を与えると

ともに、講師の配置の柔軟性を高めることを目的としている。講師陣は、8 名以上からなる 4

グループに区分され、各グループが 7～11 モジュールを担当する。インタビュー及び FGD で

は、講師陣はこの講義チーム制度は効果的であり、自分達の担当分野を拡大することができ

るため刺激的であると回答している。この講義チーム制度は、将来 CSTC が地方政府向けに

地方に出向いて研修を実施する際、少数の講師による効率的なコース運営に備えるためにも

有効であると考えられる。一方、この制度の効果発現にかかる制約として、兼任講師の一部

が、講義チーム制度において大きな役割を果たすピアレビューやミーティングなどに出席し

ないことが報告されている。 

さらに、指標 2-1 達成の最大の課題となっているのが、新たに雇用された専任講師の大部

分が講師としての経験が十分にないため、講義実施能力を培うにはしばらく時間が必要な点

である。プロジェクトは、OJT 型の技術移転制度を導入し、これら新任講師を交替で各イベ

ントに配置し、教育設計（Instructional Design）をはじめとした CSTC の講師として必要な基

礎能力12を育成している。同時に、各コースの運営方法や、経験豊富な講師の講義手法につ

いて理解を深めるためにも、新たに雇用された専任講師の大部分が、シエラレオネ・リベリ

ア向けコースのコーディネーターあるいは研修員として配置されている13。上記のほかに、

これらの新任講師が直面している課題は、①中堅（局次長、課長・課長補佐）・上級管理職レ

ベルの公務員が研修員の大半を占めるシエラレオネ・リベリア向け研修には、通常の国内コ

ースよりもより高度な講義レベルが要求されていること、②講師陣が公務員としての経験が

ないため、研修員の態度や見解を理解することが難しいことである。 

そのため、これらの専任講師は、公務員の職場環境を体験できるように、ある一定期間省

庁に配置されることを求めている。CSTC 校長及び OHCS 次官は、この省庁派遣の可能性を

前向きに検討している。また、OHCS は、経験豊富な CSTC 専任講師を公共行政管理研究所

                                                        
12 教育設計能力には、ADDIE モデルマネジメント、TNA、カリキュラム設計、コース開発、講義、コース評価などが含まれる。（“CSTC 

Competency List”、2012 年 8 月） 
13 新任の専任講師は、シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コースに参加することが、EL/QPI の講師を担当するために必須とされている。 
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（Ghana Institute of Management and Public Administration：GIMPA）の公共政策コースに既に

派遣しており、新たに雇用された専任講師は、1 年間の試用期間終了後に、CSTC 外の研修機

会が考慮される。これらの講師陣は、このような更なる研修受講機会を求めている。 

加えて、プロジェクトはスキル習得型講義手法を推し進めているものの、研修参加者から

の要望に基づき 120 分から 90 分に短縮された講義時間が、ケーススタディやロールプレイ、

グループ演習等を取り入れる際の制約となっていることが、FGD で挙げられた。したがって、

講義内容によっては講義時間の見直しが望まれる。同様に、3 週間のコース実施中、2 週目の

後半には既に研修員が疲労感を見せ始めており、コース期間の長さについても再検討の余地

が指摘されている。 

 

(3) 成果 3：CSTC において、シエラレオネ・リベリアの研修員向けに研修を実施するために必

要な研修計画及び実施能力が構築される。 

 

表３－８ 成果 3 の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

3-1：OHCS/CSTC において、シエラレ

オネ・リベリアの研修員向けの研

修実施プロセスが確立し、これが

実施される。 

・ シエラレオネ・リベリア向け研修を実施するうえで必要

な手続きを含む研修運営実施計画（マニュアル）が作成

された。 

・ 上記に基づき、第 1、2、3 回シエラレオネ・リベリア向

け EL/QPI 及び第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT

コースが実施された。 

3-2：シエラレオネ・リベリアからの

TOT 参加者のうち 50％が講師能

力を身につけたとの評価を受け

る。 

・ 第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT コース参加者

の 100％（16 名全員）が EL/QPI を指導できるとの評価

を受けた14。 

・ 2013 年 1 月実施予定のインパクト調査の際に、過去の

研修者の研修実施状況をモニターし、その技術の評価が

予定されている。 

 

成果 3 の指標は既に達成されており、プロジェクトの後半でもこれを維持できることが予

測される。 

LP や上級 TOT を通じて、ADDIE モデルに従い研修を実施するために必要な研修計画及び

実施能力が強化された。「(2) 成果 2」でも既述のように、シエラレオネ・リベリア向けコー

スでは、作成された研修運営実施計画（マニュアル）に基づいて、新たに雇用された専任講

師が、副校長と日本人専門家の支援のもと、コーディネーターを務めている。 

第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT コースについては、第 1 回、第 2 回シエラレオネ・

リベリア向け EL/QPI コース参加者から選抜された研修員を対象に実施された。最も評価さ

れたモジュールは、①講義計画、②講義運営方法、③ADDIE モデルプロセス、④研修計画、

⑤研修員のアクションプラン作成指導方法であった。研修員全員がデモンストレーションを

行い、他の研修員から 20 項目について評価を受けた。さらに、HRMO と CSA によって、こ

                                                        
14 デモンストレーションの評価設問は、“Objectives were achieved by the demonstration.” 
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のコースで養成された講師を活用し各国で公務員研修を実施するためのアクションプランも

作成された。 

インタビューによると、数名の経験豊富な専任講師から、研修計画についてより理論的な

理解を深めたいという声が聞かれた。新任専任講師と、経験豊富な講師との能力及び関心の

差にプロジェクトがどのように対応するかが、今後の課題として挙げられる。 

さらに、既に CSTC で研修計画の作成はできるものの、予定どおりに進めるためには日本

人専門家の後押しが必要であると報告されている。したがって、プロジェクト後半では CSTC

専任講師のみで研修を実施できるようになることが課題として残されている。 

 

(4) 成果 4：CSTC において、質の高い研修の実施を担保するモニタリング・評価制度＊が構築

される。 
＊成果 4 の活動はすべてシエラレオネ・リベリア向け研修に特定されているため、プロジェクトは、モニ

タリング・評価（M&E）制度の構築はシエラレオネ・リベリア向け研修のみを対象としてとらえてい

る。 

 

表３－９ 成果 4 の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

4-1：CSTC 講師が、研修員からのフィ

ードバックを次の研修に反映させ

る。 

・ 第 1、2 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コース

の研修員からのフィードバック（研修中評価、研修終了

時評価、及びインパクト調査）が検討された15。 

・ 上記に基づき、コース内容、教材、授業方法が見直され

た。（教材改訂については、「(1) 成果 1」を参照）。 

4-2：シエラレオネ・リベリアからの研

修員のアクションプラン実施に係

るモニタリングが、シエラレオ

ネ・リベリアの協力機関と共同で

実施される。 

・ 合意された M&E ガイドラインに基づき、アクションプ

ラン実施状況のモニタリングが、主に HRMO 及び CSA

によって実施されている。 

・ アクションプラン実施状況のモニタリングの一部とし

て TV 会議が実施された。 

・ 2012 年 2 月に第 1、2 回シエラレオネ・リベリア向け

EL/QPI コースのインパクト調査が、OHCS/CSTC によ

り、MSD、HRMO、CSA と共同で実施された。2013 年

1 月に第 3 回 EL/QPI コースのインパクト調査が予定さ

れている。 

 

成果 4 は、以下のとおり設定された指標の現在の達成状況から、プロジェクト残り期間中

に達成されると予測されるが、一部懸念事項が残っている。 

指標 4-1 については、特に問題なく達成されている。作成された M&E ガイドラインに従

って、第 1 回、第 2 回、第 3 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コース及び第 1 回 TOT

コースに対し、M&E が実施された。第 1、2 回 EL/QPI コースのフィードバックは、第 1 回

TOT コース実施の際にも活用された。コースの評価及びインパクト調査の結果は、LP で発

表され、マニュアル改訂や以後のコース運営や研修内容に反映された。 

                                                        
15 第 3 回シエラ・リベリア向け EL/QPI コースのフィードバックについては、中間レビュー後の 11 月 27 日に開催された第 10

回 LP で検討された。 
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なお、インパクト調査時にインタビューを行った研修参加者の上司全員が、「研修参加者

のパフォーマンスが向上した」と回答している。アクションプラン実施の効果がみられる事

例として「時間を守るようになった」「顧客に対するサービスが改善された」「適切な記録入

力・保管（record keeping）により、入省許可証の発行が 2 週間から 3 日に短縮された」など

が挙げられている。 

指標 4-2 に関連して、過去の研修員によるアクションプラン実施のモニタリングは主に

HRMO/CSA によって実施されているものの、両機関による実施状況のきめ細かい把握・管理

は、地理的な問題から困難であり、かつインフラ面の問題からコミュニケーションが常時円

滑とは言い難い点が、一部の日本人専門家から懸念事項として挙げられている。実際に、CSTC

が状況を把握する手段としては、TV 会議以外には、研修実施 4 カ月後に行われるインパク

ト調査時に限定されている。 

現在は CSTC のインパクト調査実施能力を強化するためのプロジェクト活動として、CSTC

がシエラレオネ・シベリアを現地訪問する形で HRMO/CSA と共同でインパクト調査が実施

されている。研修ごとに過去の研修員の数が増えるため、アクションプラン実施状況のモニ

タリングはインパクト調査時で終了とされているが、適宜モニタリングが継続されることが

より望ましい。 

しかし、プロジェクト終了後は費用面を考慮し、先方関係機関が費用を負担しない限り、

CSTC によるインパクト調査は任意とすることを CSTC は検討している。プロジェクト後半

で、コスト面も考慮し、組織として持続できるようなより効率的な代替手段が考案されれば、

プロジェクトの成果が維持されると考えられる。 

また、中間レビュー調査時の TV 会議では、回線の不具合によりアクションプランのモニ

タリングとしての効果が限定的である状況が観察された。事前にプレゼンテーション資料を

配布するなど、実施方法に改善の余地があると考えられる。 

なお、プロジェクト開始当初から、MSD がコース評価及びインパクト調査を主導してきた16

が、2012 年に行われた第 1 回インパクト調査及び第 1 回シエラレオネ・リベリア向け TOT

のコース評価を通じて、M&E 技術が MSD から CSTC の専任講師に移管されつつある。した

がって、プロジェクト後半では、M&E 能力の強化及び組織化が課題とされている。2013 年 1

月に予定されている第 2 回インパクト調査では、CSTC からより多くの専任講師が調査チー

ムに加わることが計画されている。 

また、新たに雇用された専任講師の大半が、コンピュータを活用したデータ入力・編集・

分析について、自信がないあるいはできないと回答している。この点に関し、日本人専門家

からも、研修員データベースの作成及び管理や事務処理の効率化を図るため、基本的な ICT

スキルの強化を求める声が聞かれた。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：公務員研修における「Centre of Excellence（COE）」としての機能を果たす

ことを目指して、公務員研修センター（CSTC）の組織能力が強化される。 

 

                                                        
16 第 1 フェーズのプロジェクトの評価も MSD の支援を受けており、CSTC が MSD に対してサービス料を支払っていた。 
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表３－10 プロジェクト目標の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1. CSTC の講師（専任・兼任）の人数、

並びに研修施設（教室数）が 50％以

上拡大する。 

・ CSTC の専任講師数が 4 名から 12 名に、兼任講師が 22

名から 35 名に、したがって専任、兼任を合わせた講師

数が 26 名から 47 名17（81％増）に増員された。 

・ 現在の教室数は 3 部屋であるが、建設中の新校舎が完

成すれば、12 部屋に増加する。本年度中の完成が期待

されており、それに伴い部屋数の 300％の拡大が実現

される。 

 

 

 

2. 研修員による研修受講評価におい

て、講師陣が平均 60％以上の評価を

得る。 

・ 研修終了時評価に基づく研修員による講師陣に対する

満足度18は、以下のとおりである。 

第 1 回シエラレオネ・リベリア向

け EL/QPI コース 

95％ 

第 2 回シエラレオネ・リベリア向

け EL/QPI コース  

100％ 

第 3 回シエラレオネ・リベリア向

け EL/QPI コース 

100％ 

第 1 回シエラレオネ・リベリア向

け TOT コース 

75％ 

 

3. シエラレオネ・リベリア（第三国）

向けの研修の実施を可能とする研修

サイクルマネジメントが確立する。 

・ TNA ガイドライン、研修運営実施計画（マニュアル）、

M&E ガイドラインが作成された。 

・ 上記を活用した ADDIE モデルに基づいてシエラレオ

ネ・リベリア向け研修が実施された。 

4. シエラレオネ・リベリアの研修員の

所属機関が、CSTC への更なる研修

員派遣を希望する。 

・ シエラレオネの HRMO が CSTC に TOT を行うための

講師派遣を要請している。現在 HRMO は、シエラレオ

ネ公務員研修所（Civil Service College）において、TOT

実施による支援を予定している EU との連携を模索中

である。 

 

 COE や組織能力等の文言が用いられたプロジェクト目標は、定義が明確にされておらず、プロ

ジェクトチーム内で多少異なる解釈が見受けられた。PDM では、COE は以下のとおり定義され

ている。『…Centre of Excellence とは、最先端水準の施設、技術、方法及びアプローチをもって、

ガーナ及び域内国の公務員に対し、質の高い公共サービスの提供に向けた知識及び技能を身につ

けるための最新鋭のコースを提供する公務員研修機関を指す』。したがって、域内国のみならずガ

ーナも COE としてのサービス提供対象とされているにもかかわらず、本プロジェクトが掲げる上

位目標では、域内国へのサービス提供のみに焦点が充てられており、この点において指標と COE

の定義に矛盾が生じている。 

 PDM の指標に基づき、「シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI 及び TOT のサイクルマネジメン

トを確立する能力を構築する」という観点からは、プロジェクトはこの目標達成に向けて順調に

                                                        
17 第 3 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コースの際に講義チーム制度に登録された講師数。 
18 研修終了時評価における質問“Were you satisfied with facilitators’training methodologies?”に対して、第 1 回 EL/QPI 研修では

“Very Good”あるいは“Good”と回答した参加者が 95%に達し、第 2 回及び第 3 回 EL/QPI 研修では 100％、第 1 回 TOT では
75%であった。プロジェクトは、“Very good”と“Good”を「満足」と判断している。 
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進捗している。他方、国内のサービス提供に向けた機能強化も目指すという観点からは、継続的

な国内研修実施能力の向上、CSTC の組織能力における経営面の強化も含まれるべきである。こ

れらの能力強化は、CSTC が COE となるために不可欠であると考えられるが、本プロジェクトで

はスコープに含まれていない点をかんがみ、PDM の改訂が必要であると考えられる。 

 指標 1 については、講師数が 81％増加し、新校舎完成の暁には部屋数も 300％増加する。しか

し、「３－３ 成果の達成状況 (2) 成果 2 指標 2-1」でも既述のように、新たに雇用された専任

講師は、講師として備えるべく、まずはコーディネーターとしての能力を養成中である。これら

新任講師の研修実施能力をどのように COE にふさわしい基準まで向上させるかが、現在プロジェ

クトが取り組んでいる課題である。 

 なお、この指標 1 は、外部条件によって達成されるものであり、成果 1～4 の直接的な結果によ

るものではない。プロジェクトは COE として質の良いサービス提供のために設備・講師面の充足

も目指しているため、見返り資金を活用した新校舎建設も含めてプログラム的観点から本指標を

掲げていると想定されるが、本来であれば、本プロジェクト目標の指標としては適切でないと考

えられる。「最先端の技術、講義手法、及びマネジメント手法が導入され、継続的に適用されてい

る」等の他の指標に置き換えられることが望ましい。 

 指標 2 については、講師の評価はシエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コース及びシエラレオ

ネ・リベリア向け TOT コースのみを対象に行われており、国内コースにおける講師の評価は含ま

れない。なお、第 1 回 TOT の評価スコアが低い理由として、研修員にとって 2 回目の研修参加の

ため、全体的に評価基準が 1 回目よりも厳しくなっているうえ、その他の要因（研修員の宿泊先

ホテルの変更、デモンストレーション・セッションの長さ等）も全体の評価に影響を及ぼした、

と日本人専門家は推測している。 

 指標 3 については、プロジェクトが確立した研修サイクルマネジメントに基づいて、CSTC が

地方政府向けコースの実施に成功した場合は、プロジェクトが CSTC の国内コース実施のための

組織能力強化に貢献したことの裏づけとなる。しかし、中間レビュー調査時点では、既にコース

カリキュラムや教材は開発されているものの、地方政府側の予算不足のため、研修はいまだ実施

されていない。 

 その他のプロジェクトの業績として19、2012 年 11 月に、シエラレオネ「カンビア県地域開発能

力向上（Capacity Development for Comprehensive District Development：CDCD）プロジェクト」よ

り、シエラレオネから 5 名の研修員が CSTC に派遣されたことが挙げられる。このような他の JICA

プロジェクトとの連携は、CSTC が域内研修を継続する機会を担保するうえで非常に望ましい。 

 なお、成果からプロジェクト目標に到達するために必要な外部条件「シエラレオネ・リベリア

の関係機関が CSTC の研修を再現する意図がある」については、シエラレオネ・リベリア向け TOT

研修が既に活動に含まれているため、前提条件としてとらえることが適当であると考えられる。 

 

３－５ プロジェクトの実施プロセス 

(1) 第 1 フェーズプロジェクトの終了時評価調査における提言の実施状況 

1) 公務員の昇進に EL/QPI コース受講を義務づける。 

職位別研修（Scheme of Service Training）制度において、総合職（administrative class）へ

                                                        
19 ナイジェリア政府が CSTC に公務員派遣について関心を示したことがあったが、実現はされていない。 
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の昇進に対し、EL/QPI コース受講の義務化が予定されている。なお、2013 年 1 月の職位

別研修制度の施行に備え、2012 年 6 月に OHCS が公式文書を各省庁に配布したが、OHCS

職員へのインタビューによると、省庁において同制度はいまだ浸透していないとの報告が

あった。なお、職位別研修制度の「Scheme of Service」とは、「行政官の職位」を指す。各

職位にはそれぞれ要件とされる研修及び能力が定められており、その研修を「Scheme of 

Service Training」という20。 

2) 公務員研修政策（Civil Service Training and Development Policy）の施行 

公務員研修政策は既に施行されている。年間 40 時間の研修が義務化されており、各省

庁の年間予算の 2％が研修に割り当てられ、そのうち 1％は OHCS による研修に分配され

ることになっている。 

3) 財政的持続性の強化（財務経済計画省からの直接予算の確保/研修費の回収） 

公務員研修政策下で計画されている公務員研修基金（Civil Service Training Fund）はいま

だ閣議承認されていないため、財務経済計画省からの直接予算は確保されていない。OHCS

が作成した閣議メモは 2012 年に公共セクター改革事務局（Public Sector Reform Secretariat）

に提出されたが、他省庁との調整を要請された。OHCS 委員長は、選挙後の 2013 年 1 月に

他省庁との会議を予定しており、閣議メモの再提出は 2013 年 3 月頃を予定している。 

さらに、各省庁からの研修費の支払いも遅れており、2012 年の国内コース研修費の約

37％にあたる 7 万 3,900 ガーナセディ（約 317 万円相当21）が未収金となっている。前払い

の研修員数が十分に集まらない場合はコース開催が中止されており、今年はキャンセル数

が国内向け全 70 コースのうち、約半数に及んでいる22。 

4) 研修員のアクションプラン実施の際に省庁からの兼任講師をメンターとして活用する。 

国内 EL/QPI コース終了後、CSTC から各省庁の人事部長宛に、研修員のアクションプラ

ンを添付した公式文書が配布されているが、その実施状況の確認は十分には行われていな

い。来年より CSTC は、大半が兼任講師でもある各省庁の人事部長に対して、CSTC で受

講したすべてのコースについてアクションプランを作成し、その実施を組織化するように

呼びかける予定である。 

5) 西アフリカ（シエラレオネ及びリベリア）における域内協力の推進 

シエラレオネ及びリベリアとの協力は、本プロジェクトにおいて実現されている。 

 

(2) プロジェクト運営体制 

CSTC 校長、副校長、日本人専門家は良好な関係にあり、日常的にコミュニケーションが

とられ、意思決定も問題なく行われている。プロジェクトの進捗や PDM 指標の達成状況に

ついては、定例会議、LP、年度末の会議、及び JCC において定期的にモニターされている。 

 

(3) 貢献要因 

1) 第 1 フェーズのプロジェクトから蓄積された資産 

・特に CSTC 校長による高いオーナーシップ及び調整能力 

                                                        
20 プロジェクト業務進捗報告書（第 2 年次、p.6、脚注 7）から引用。 
21 2012 年 11 月の JICA 統制レート（ガーナセディ=42.8644 円）を用いて換算している。 
22 2012 年に研修員が募集された 70 コースのうち、CSTC は 33 コースを実施し、32 コースが中止、残り 5 コースが実施予定

である（経理担当回答）。そのほかに、特別要望に応じて 5 コースが開催された（CSTC 校長回答）。 
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・OHCS と CSTC の良いコミュニュケーション関係 

現在の副プロジェクトディレクターである OHCS 雇用研修開発局長は、第 1 フェーズ

当時から CSTC の兼任講師を務めているため、プロジェクトに対する理解が深い。 

・プロジェクト第 1 フェーズで用いられた以下のアプローチをシエラレオネ・リベリア向

け研修に活用している 

①研修前（事前評価時点）に研修員の上司をアクションプランの作成過程に巻き込む。 

②HRMO/CSA から研修参加者の各所属省庁宛にアクションプラン実施支援を要請する

よう、OHCS から HRMO/CSA 宛にレターを発行する。 

③カイゼン（常に改善を心がけることで作業効率及び品質を向上させる戦略的活動）を

カリキュラムに取り込む。 

2) さまざまな有効なアプローチの導入（詳細については「３－３ 成果の達成状況 (1) 成

果 1」を参照） 

・カリキュラム及び教材開発のためのタスクチーム制度 

・ラーニングプラットフォーム 

・合宿型ワークショップ 

・新たに雇用された専任講師に対する OJT 型技術移転制度 

・分野専門家の活用 

・研修コーディネーターの活用（プロジェクト活動をよりガーナ文化に適応させ、My 

Excellency Series を主導している。以下の My Excellency Series の項を参照のこと。） 

3) カウンターパートのイニシアティブ 

・委員会 

CSTC 職員の増員に伴い新規部署設立に備えると同時に、組織的な能力開発の場とし

て、本年初めに CSTC が 7 つの委員会を設立した23。この委員会において、シエラレオ

ネ・リベリア向け研修を通して習得した知見及びスキルの一部が国内コースに適応され

つつある。詳細については、「４－４ インパクト」を参照のこと。 

・My Excellency Series 

CSTC 職員全員による定期的会合であり、COE に向けて CSTC のビジョン、ミッショ

ン、バリューを共有し、組織としての方向性及びチーム精神を強化している。この My 

Excellency Series が開始された背景には、CSTC 校長が顧客サービス及びパフォーマンス

管理に対する支援を要請した際、研修コーディネーターがスタッフ全員に対してインタ

ビューを実施したことにある。その結果、CSTC の方向性が共有されていないことが判

明し、ビジョン・ミッションの明確化が不可欠と判断されたため、研修コーディネータ

ーが My Excellency Series を提案し、これが定例化された。 

4) 海外研修 

・シンガポール公務員研修所における第三国研修は、成人教育により適したカリキュラム

や教材開発の手法を体系的に習得する機会として有効であった。この経験は参加しなか

った他の CSTC 講師と共有され、その結果合宿型ワークショップにおいてシエラレオ

ネ・リベリア向け EL/QPI カリキュラム及び教材が改訂され、ラーナーワークブックが

                                                        
23 ①報奨・規律、②コース開発・研究、③コース管理、④調達・サービス・修繕、⑤社会福祉、⑥イメージ向上・プロトコー

ル・衛生、⑦監査報告実施 
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開発された。この研修で習得したスキルは、顧客サービスコース等の新規コース開発の

際にも活用されることが期待される。 

・本邦研修は、CSTC のセンター運営面の重要性に対する意識を高めた。その結果、マー

ケティング戦略を含む 3 年間の戦略経営計画がアクションプランとして作成され、プロ

ジェクトの持続性向上に寄与することが期待されている。 

5) 主要カウンターパートの異動がなく、職員数が増加したこと。（PDM の外部条件の充足） 

プロジェクト開始以来、主要カウンターパートに変更はなかった24。CSTC 職員数は現在

27 名（24 名正規職員、3 名臨時雇用）に増員されたが、MSD の経営評価報告書は、48 名

体制を推奨している。CSTC は、2013 年度も継続して、ICT の専門家を含む 7 名の職員を

雇用する予定である。 

 

(4) 阻害要因 

1) CSTC の設備向上の遅れ（PDM の外部条件の未充足） 

新校舎及び宿泊棟の建設が遅延している結果、CSTC はシエラレオネ・リベリア向け研

修のために同敷地内にある政府秘書学校から教室を何度か借りる必要があった。また、シ

エラレオネ・リベリアからの研修員はホテルに宿泊する形態となっている。なお、現在建

設中の宿泊棟は政府秘書学校に設置されているもので、22 室の規模であり、CSTC も利用

することが可能となる。さらに、OHCS は 100 名規模のホステル建設を計画しており、ド

ナー支援を模索している。 

2) 公務員研修に対する政府予算の不足（PDM の外部条件の未充足） 

公務員研修政策下で予定されている公務員研修基金の活用（Central Funding Mechanism）

が実行に移されれば、財務経済計画省から OHCS に直接研修予算が配布されるが、いまだ

承認されていない。さらに、ガーナ政府からは職員給与以外はほとんど支給されておらず、

CSTC はコース収益に運営を依存している。したがって、CSTC の過去 3 年間の会計収支に

おいて、2 年間は赤字である25。このため、プロジェクトにおいて兼任講師を養成してきた

にもかかわらず、予算不足のため、講義に対して謝金の発生する兼任講師を十分に活用で

きない状況となっている。 

3) 一部の兼任講師の活動不参加 

一部の兼任講師は、新たに導入された講義チーム制度の活動や LP に参加していない。

意欲の低い理由としては、①各省庁における本来業務が多忙、②アクラ市外などの遠方か

ら参加する兼任講師に交通費が支払われていないこと26、③兼任講師の動員依頼文書が所

属各省庁に届くのが遅れること、などが挙げられている。 

4) 国内研修員の候補者選定における課題 

新たに雇用された専任講師は国内研修のコーディネーターを兼務しているが、そのなか

でも、研修候補者に対する勧誘が業務の大半を占めていると報告されている。コーディネ

                                                        
24 その他のカウンターパートでは、OHCS の副局長 2 名が異動した。また、新たに雇用された専任講師の 6 名のうち 1 名が退

職し、その代替要員 1 名が採用された。 
25 2010 年収支は 7 万 3,260.52 ガーナセディ（314 万円相当）の赤字、2011 年収支は 4 万 8,888.68 ガーナセディ（209 万円相当）

の黒字、2012 年 9 月までの収支は 1 万 4,077 ガーナセディ（60 万円相当）の赤字である。2012 年 11 月の JICA 統制レート
（ガーナセディ=42.8644 円）を用いて換算されている。 

26 プロジェクト活動の参加を通して、講師は自己能力向上という裨益を受けているため、プロジェクトは交通費を支払わない
方針をとっている。 
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ーターは、OHCS の作成する候補者名簿に基づいて候補者個人に電話をかけ勧誘している。 

OHCS 次官によると、中間レビュー調査時点で、約 80％の人事データが登録及び更新済

みだが、新たに雇用された専任講師によると、研修候補者名簿に掲載されているデータに

は更新されていないものがあるため、電話をかけた際に既に異動済みや退職している場合

がある。また、過去に研修費が未払いの者や、既に受講歴のある場合には、研修候補者と

して勧誘することが難しくなる。 

さらに、今まで候補者の大半を占めており、研修費の支払い状況が比較的良好であった

地方政府職員が、最近 CSTC から地方政府の管轄下に移管されたため、コーディネーター

にとって研修費未払い経歴のない国家公務員の候補者を探し出すことが以前より困難に

なっていると報告されている。 

加えて、コーディネーターは、CSTC 経理担当者を支援するために、電話で研修費の支

払い催促も行っている。職位別研修制度が実現されれば、研修員を派遣する省庁が各コー

スの候補者を推薦するため、この課題は解決されると期待されている。しかし現時点では、

この課題が新たに雇用された専任講師のやる気を減退させる要因となっている。 

  



 

－21－ 

第４章 評価 5 項目の評価結果 
 

４－１ 妥当性 

 プロジェクトの目標は、ガーナにおける開発政策及び日本の対ガーナ援助政策と合致し、かつ

ガーナ国内、シエラレオネ、リベリアの公務員研修に対するニーズと CSTC のニーズも合致して

いることから、高い妥当性が認められる。その反面、手段としての適切性に関しては一部制約が

あり、有効性及び持続性を下げる要因にもなっている。 

(1) ガーナ開発政策及びガーナにおける公務員研修へのニーズ 

「ガーナ中期国家開発計画（GSGDA）2010～2013 年」では、公務員のパフォーマンスと

サービス向上の必要性が掲げられており、OHCS による国家公務員中期計画（2010～2013 年）

には、公務員の体系的な訓練27、及び公務員研修機関の能力向上28が優先事項として含まれて

いる。 

 

(2) 日本の対ガーナ援助政策 

日本政府の援助政策としてガバナンスを重視しており、プロジェクトは JICA の対ガーナ

事業展開計画における援助重点分野である行財政機能の強化に位置づけられるものである。 

 

(3) シエラレオネ及びリベリアにおける公務員研修へのニーズ 

シエラレオネでは、公務員の能力向上が公共セクター改革プログラム（Public Sector Reform 

Program）の優先事項として掲げられている。公務員研修政策（案）が作成され、中堅公務員

を対象とした公務員研修所が国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）

の支援によって再開され、講師の能力強化が必要とされている。上級公務員に対しては、ガ

ーナの GIMPA に相当する行政大学院（Institute of Public Administration：IPAM）が研修を実

施している。なお、公務員研修政策（案）を HRMO に要請したが提出がなかったため、本調

査では政策案の内容について確認できていない。 

リベリアにおいても、公務員の能力向上及び研修が公務員改革戦略計画（Civil Service 

Reform Strategy）の下で重要分野として掲げられている。上級公務員に対しては行政研修機

関（Liberia Institute of Public Administration：LIPA）29が研修を実施している。中堅公務員を対

象とした研修機関は設立に至っていないものの、CSA は講師育成を要望している。 

 

(4) CSTC の組織能力強化へのニーズ 

第 1 フェーズ開始以前の CSTC は、人材、設備、財政面ともに非常に困難な状況下にあっ

た。2007～2010 年に JICA が、EL/QPI コースの実施に向け、OHCS の能力強化を目的として

技術協力プロジェクト「公務員能力強化計画プロジェクト」を実施したが、西アフリカ域内

において公務員研修の COE となるためには、CSTC の更なる組織能力の強化が不可欠であっ

た。さらに、第 2 フェーズにあたる本プロジェクト形成当初には、年間 40 時間の研修受講を

                                                        
27 アウトプットは以下のように設定されている：①訓練された人員、②職位別研修制度による昇進、③リーダーシップと管理

研修体制の構築、④公務員研修基金の策定とその実現。 
28 アウトプットは以下のように設定されている：①講師の能力強化と増員、②訓練施設整備の改善、③カリキュラムの改訂、

④地方自治体研究所（Institute of Local Government Studies）との了解覚書（MOU）締結、⑤独立体制、⑥学校運営委員会の
設置。 

29 ガーナの GIMPA に相当するが、学位は授与されない。 
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昇進条件として必須化する職位別研修制度の実現が想定されていたが、これまで実施には至

らず、中間レビュー調査時点では 2013 年 1 月から施行される予定となっている。CSTC が提

供する科目数は 2010年の34コースから2013年には55コース予定と年々増加傾向にあるが、

CSTC は今後の国内需要の増加に対応するために、より多くのコースを提供すべく能力を拡

大する必要性を感じている30。 

 

(5) 協力手段としての適切性 

本プロジェクトは、CSTC が域内の公務員研修における COE になることをめざし、シエラ

レオネ・リベリア向け研修の実施を通じて、組織能力を強化することを目的としている。こ

の背景としては、①プロジェクト第 1 フェーズでは、TNA 及びカリキュラム/教材開発は、

経営開発・生産性研究所（Management Development and Productivity Institute：MDPI）によっ

て実施されていたため、CSTC におけるこれら能力を強化する必要があったこと、②第 1 フ

ェーズプロジェクトを見学していたシエラレオネ及びリベリアからの参加者が EL/QPI コー

スと同様のコースへの参加を要請したこと、が挙げられる。そのため、プロジェクト活動に

おいて、ガーナ国内における COE としてのサービス提供を念頭に置いた組織強化には重点が

置かれていないため、有効性及び持続性が限定される結果となっている。  

ドナー支援については、中間レビュー調査時点では、JICA 以外に CSTC を支援している機

関はないため、他ドナーとの支援重複はない。過去に、カナダ国際開発庁（CIDA）が政策分

析コースを支援し、世界銀行がマイクロバスを供与している。CSTC 以外では、フランス大

使館が政府秘書学校、CIDA が OHCS の能力強化、コモンウェルスファンド技術協力（CFIC）

が職位別研修制度を支援している。 

 

４－２ 有効性 

 「３－４ プロジェクト目標」で既述のように、本プロジェクトの有効性の評価は、組織能力

の定義、すなわちプロジェクト目標の対象範囲によって異なる。本中間レビュー調査は、指標に

従い「ADDIE モデルに基づき域内研修を実施できる組織能力」という観点から評価を行った。こ

の観点からみれば、プロジェクト目標達成の見込みは高い。 

 一方、COE の定義にあるように、ガーナを含む域内の COE としてのサービスを提供するため

には、①シエラレオネ・リベリア向け研修で習得した知見を国内研修に適応し、組織能力として

定着させることによって、プロジェクトの成果の持続性を確保すること、②CSTC の経営能力を

強化すること、などが有用であると考えられる。しかし、国内コースのカリキュラム及び教材開

発を除いて、このプロジェクトには上記の活動が PDM に含まれておらず、事実上外部条件とし

てとらえられている。したがって、プロジェクト目標達成に対し、現在の 4 つの成果の有効性は

中程度と考えられる。 

 中間レビュー調査時点でのプロジェクト目標に対する寄与は、成果 1 及び 3 が他の 2 つの成果

よりも大きいと考えられる。本プロジェクト前半で、第 1 フェーズプロジェクトでは MDPI に任

されていた TNA 及びカリキュラム・教材開発を CSTC で行うための能力を強化（成果 1）し、作

                                                        
30 現在は、民営化されたガーナ公共行政管理研究所（GIMPA）が、上級公務員を対象とした研修を実施している。 OHCS 雇

用研修開発局長は、GIMPA が独占している上級公務員研修の一部を、今後 CSTC が分担できるように働きかけたいと回答
している。 
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成された研修運営実施計画に基づいてシエラレオネ・リベリア向け研修を実施している（成果 3）。

講師の育成（成果 2）の効果は、まだ十分に発現されていない。 

なぜなら、CSTC は講師を増員したものの、新たに雇用された専任講師はいまだ養成段階にあ

るからである。第 3 回シエラレオネ・リベリア向け EL/QPI コースにおいて、数名の新任専任講

師が試験的に講義を開始したが、域内研修で必要とされるレベルの講義ができるまでには至って

いない。したがって、新任専任講師の育成がプロジェクト終了までの課題として残されている。 

M&E 能力の強化（成果 4）の下、コース内評価に基づくフィードバックは次回のコース運営・

実施に継続的に反映されている。それに伴い、プロジェクトは、当初計画よりも長い期間をマニ

ュアル改訂に費やしている。しかし、M&E の機能はこれまで MSD によって担われており、現在

CSTC に移管されつつあるため、成果 4 の寄与は、プロジェクト後半に強まると期待される。 

 プロジェクト前半では、「３－５ (3) 貢献要因」で述べたとおり、プロジェクト活動以外の活

動も実施されている。例えば、新たに雇用された専任講師に対して OJT 型の技術移転制度を導入

して全般的な能力強化を実施中である。また、ビジョン、ミッション、バリューを共有し、COE

となるべく組織の一体感を強化するために My Excellency Series という定例会議を開催している。

さらに、CSTC 戦略経営計画、リーフレット、ウェブサイト、パンフレット、ニュースレターの

作成も支援している。これらの一連の活動は、CSTC が COE となるための組織能力のうち、特に

経営面の強化に貢献していると考えられる。なお、四半期ごとに発行されているニュースレター

は、現時点では、OHCS 及び CSTC 職員、過去の域内研修員に配布されているが、今後は、各省

庁や他ドナー等にも CTSC の広報ツールとして配布されることが望まれる。 

 既にプロジェクトが PDM には織り込まれていない経営能力強化に関連する活動の一部を支援

しているように、プロジェクト後半において、先述の①シエラレオネ・リベリア向け研修で得た

知見及びスキルの組織への定着、②経営能力の強化、などの側面をプロジェクトが取り入れるこ

とにより、有効性をより高めることができると考えられる。 

 

４－３ 効率性 

 新校舎の建設の遅れ以外は、投入はおおむね成果の発現に対し、適切に活用されている。現地

業務費のうち、シエラレオネ・リベリア向け研修費用と旅費（研修員招へい時及び OHCS/CSTC

職員による TNA/インパクト調査時の旅費）が大半を占めているが、域内協力への寄与という点

を考慮にいれると、妥当であると考えられる。効率性に影響を及ぼした要因は以下のとおりであ

る。 

〈効率性を上げた要因〉 

(1) カウンターパートの強固なコミットメントと日本人専門家の良好な関係 

「３－５ プロジェクトの実施プロセス」に詳述のとおり、CSTC はプロジェクトに対し

て非常に高いオーナーシップを醸成しており、活動に積極的に取り組んでいる。また、CSTC

職員と日本人専門家は良好な関係を構築しているため、円滑なコミュニケーション及びプロ

ジェクトの実施が可能となっている。 

 

(2) 海外研修 

シンガポールにおける第三国研修及び本邦研修では、CSTC のニーズに基づき、適切な内

容の研修コースが適切なタイミングで実施されている。詳細については、「３－５ プロジェ
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クトの実施プロセス」の(3)貢献要因を参照のこと。 

 

〈効率性の制約となった要因〉 

 新校舎建設及び機材供与の遅延（PDM の外部条件の未充足） 

 本プロジェクトは、技術協力と見返り資金（校舎建築）を連携させ、その相乗効果を狙った

デザインであるといえる。しかし、受注業者側の理由により校舎完成が遅れており、研修室だ

けでなくプロジェクト予算によって新校舎に供与される予定の機材もいまだ活用できない状

態にある。 

 

〈活動と成果との関係〉 

 「３－３ (2) 成果 2 の達成状況」及び「３－３ (3) 成果 3 の達成状況」で先述のとおり、新

たに雇用された専任講師を育成することは、域内研修に必要とされるレベルの研修の実施に不

可欠である。しかし、これら講師を対象とした上記の育成活動は、現在の PDM には含まれて

いなかったため、日本人専門家はプロジェクト外活動として対応してきた。 

 

４－４ インパクト 

上位目標：シエラレオネ・リベリアをはじめとする第三国の公務員及び関係機関が、公務員研

修センター（CSTC）による公務員研修における「Centre of Excellence（COE）」としてのサービス

提供の便益を享受する。 

 

表４－１ 上位目標の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1. CSTC が、要請に応じて第三国の

機関に対し、研修やアドバイスを

提供する。 

・ 実現されていない（シエラレオネの公務員研修所が、CSTC

に対して研修センターの設立及び運営方法について支援

を要請した経緯はあるが、現時点では実現はされていな

い）。 

2. CSTCの TOT に参加したシエラレ

オネ・リベリアの研修員が講師と

して養成され、自国の公務員に向

けた EL/QPI 研修を実施する。 

・ 2012 年 8 月にシエラレオネの HRMO が EL/QPI を含む新

人研修を組織的に実施し、HMRO の情報によると、約 200

名の公務員が受講した（プロジェクト回答）。 

・ 2011 年 11 月にリベリアの研修員が、独自のイニシアティ

ブで研修ワークショップを実施し、15 名の公務員が参加

した。2012 年 7 月に第 2 回目のワークショップが計画さ

れていたが、予算不足のために中止されている。 

 

 中間レビュー調査時点では、プロジェクト終了後 3～5 年後に上位目標が達成されるか否かは、

外部条件に依存している状態である。HRMO 及び CSA が CSTC のサービスを継続的に要請する

ことは期待されるが、CSTC、HRMO、CSA が各政府あるいはドナーから資金を確保しない限り、

CSTC による実際のサービス提供（指標 1）及び HRMO/CSA による公務員研修の再現（指標 2）

は難しい。他方、CSTC は COE として、域内第三国だけでなくガーナ国内の関係機関にも、研修

やアドバイスを提供することを目指している。この点を指標として取り入れ、事後評価の際には、
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ガーナ国内向けサービス提供の状況が考慮されることが望まれる。 

 以下のとおり、本プロジェクトはその他の正のインパクトを創出している。 

(1) シエラレオネ・リベリア向け研修を通して習得した知見及びスキルの国内研修への適用

（「３－５ (3) 貢献要因 3) 委員会」を参照） 

・プロジェクトでは CSTC 講師向け上級 TOT を実施したが、CSTC は同様の TOT コースを

来年度独自で国内研修機関向けコースとして開設する予定である。このため、現在 CSTC

はシエラレオネ・リベリア向け研修のために作成された TOT ガイドラインを、国内向けに

改訂中である。 

・プロジェクトによって作成されたシエラレオネ・リベリア向け研修の研修運営実施計画

（マニュアル）に基づいて、国内研修の実施プロセスも見直し中である。 

・プロジェクトによって作成されたシエラレオネ・リベリア向け研修の評価フォーマットに

基づいて、国内研修の評価フォーマットも改訂中である。 

 

(2) 時間厳守及びチーム精神の強化 

日本人専門家とともに活動を進める過程で、カウンターパートが時間厳守を実行するよう

になった。また、LP、講義チーム制度、My Excellency Series 等を通して、チーム精神も強化

されている。 

 

(3) LP による兼任講師の意欲向上 

プロジェクト活動に対し参加意欲が低かった一部兼任講師が、新たなスキルを習得できる

LP の利点を認め、プロジェクト活動への参加意欲が向上したと報告されている。 

 

(4) CSTC の社会的地位の向上 

第 1 フェーズのプロジェクトによる建物の改修、及び見返り資金による新校舎建設により、

CSTC のイメージが改善された。さらに、国際研修を実施することによって CSTC 講師が自

信を高めると同時に、TV や新聞報道により注目を浴びるようになった。 

 

４－５ 持続性 

 中間レビュー調査時点において、持続性について懸念される点は以下のとおり。 

(1) 政策面 

ガーナの国家政策として公務員研修の強化が押し進められている現在、プロジェクトにと

って政策面では良いタイミングにある。しかし、公務員研修政策下の公務員研修基金が承認

されない限り、職位別研修制度の実施にも支障をきたし、CSTC の研修費回収にかかる問題

が改善しない可能性がある。OHCS は公務員研修基金の実現に尽力しているが、他省庁との

調整や閣議決定に今後どの程度時間を要するか推定するのは困難である。 

 

(2) 技術面 

CSTC 講師は TNA、カリキュラム及び教材開発、講義、研修計画及び実施、M&E 能力を

培ってきており、プロジェクトを通じて習得されたこれらの知見及びスキルが CSTC の組織

能力として維持されるように、さまざまなマニュアルやガイドラインが作成されている。し
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かし、身につけたスキルは各講師によってその程度が異なるのが現状である。特に、M&E

については、MSD から CSTC に移管されつつあることは大きな前進であるが、技術移転は特

定の講師を対象に行われている段階である。したがって、プロジェクト後半では、特定の講

師に移転されたスキルが他の講師にも普及するように、技術移転の更なる組織化が必要であ

る。研修計画についても、日本人専門家の支援なしで予定どおりに進められるようになるこ

とが期待される。 

他方、CSTC は組織としてスキルを維持、活用するための、以下の制度及び文化の素地が

あり、技術面の持続性が期待される。 

①講師能力開発のさまざまな仕組み（LP、タスクチーム制度、講義チーム制度等）を導入し

ていること。 

②第三国研修で得た新手法を即時に適用する等、新しい変化を前向きにとらえる柔軟性があ

ること。 

③CSTC 校長の COE 実現に向けた高いコミットメントがあること。 

 

(3) 財政面 

中間レビュー時点において、プロジェクト終了後の財政的持続性は大きな懸念事項である。 

現在、プロジェクトがシエラレオネ・リベリア向け研修費用、旅費、LP や合宿型ワークシ

ョップ等の研修費用を負担している。したがって、プロジェクト終了後は、域内諸国あるい

は CSTC が、ドナーまたは各国政府から独自の予算を確保しない限り、プロジェクトが構築

した域内研修スキームの継続が、財政面から非常に難しくなることが予想される。 

また、シエラレオネ・リベリア向け研修は、プロジェクトが養成してきた兼任講師を確実

に活用できる場であった。したがって、域内研修スキームの継続が困難な場合は、CSTC が

財務経済計画省あるいは各省庁から兼任講師に対する謝金支払のための予算を確保し、国内

コースにおいてプロジェクトが養成した兼任講師の活躍の場を確保する必要がある。 

以上より、プロジェクト終了後に、本プロジェクトの成果が有効に活用され、上位目標を

達成するためには、財政面での課題を克服することが重要である。  
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第５章 結論 
 

 妥当性については、ガーナの国家開発目標及び日本の対ガーナ援助政策、ガーナ、シエラレオ

ネ、リベリアの公務員研修に対するニーズに合致しているが、プロジェクトの手段の適切性には

制約があり、有効性及び持続性を下げる要因になっている。有効性については、「シエラレオネ・

リベリア向け研修実施の枠組みを構築する」というプロジェクト目標の指標に基づけば、ある程

度有効であると考えられる。経験のある講師と経験の少ない講師の能力格差の是正、CSTC の経

営面での能力向上、国内研修へのスキル適用が十分でない等の課題が乗り越えられるならば、有

効性はさらに高まると考えられる。 

 プロジェクトには以下のとおり、効率性に寄与する正負両方の要因があった。正の要因として、

CSTC による高いオーナーシップや日本人専門家との信頼関係、及びシンガポールや日本におけ

る研修内容及び実施時期の適切性が確認された。一方で、負の要因としては、新校舎建設及び機

材供与の遅延がある。また、インパクトという観点からは、シエラレオネ・リベリア向け研修で

習得したスキルの国内研修への適応、及び CSTC の対外イメージの向上といった想定外の正のイ

ンパクトも発現している。持続性については懸念事項が多く、その改善に一層の努力が不可欠で

ある。 

 全般的に、プロジェクトは ADDIE モデルに沿ってシエラレオネ・リベリア向け研修を実施す

る能力の強化に成功している。プロジェクト第 1 フェーズから構築してきた資産が生かされ、プ

ロジェクトの効果が支援終了後も維持されるよう、プロジェクト後半では、習得したスキルを

CSTC の組織全体に普及し、国内コースに定着させることで、より一層の組織強化を促進してい

くことが望まれる。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

(1) プロジェクトに対する提言 

以下のとおり、プロジェクト効果の持続性を高める戦略を作成し、実施すること。 

1) 業務の移管 

研修実施に際し、CSTC がほぼ主体となっているが、いまだ日本人専門家による支援が

必要とされる業務（特にコース計画及び実施）については、出口戦略として CSTC への更

なる移管を進めること。 

2) 技術移転の組織化 

個人単位で習得したスキルを組織化するために、プロジェクトは CSTC 専任講師の能力

（特に M&E 及び TNA）の標準化を促進すること。同時に、OJT 型技術移転制度の活用も

継続して押し進めること。 

3) ICT スキル 

業務の効率化を図るために、プロジェクト活動のなかで CSTC 専任講師にとって必要な

ICT スキルを特定し、ICT スキルの向上に対し実現可能な対策をとること。特に、M&E の

データ入力、編集、及び分析を確実にすることから開始するのが望ましい。 

4) 戦略経営計画（アクションプラン）のモニタリング 

CSTC の経営面での組織能力強化をはかり、プロジェクト効果の持続性を高めるために、

CSTC/OHCS が本邦研修において作成した 3 年間の経営戦略であるアクションプランの実

施状況を定期的に確認すること。 

5) 国内コースへの知見及び適応・定着状況の確認 

プロジェクトの効果がどのように CSTC の組織能力強化に寄与しているかを把握するた

めに、シエラレオネ・リベリア向け研修で習得した知見及びスキルが国内コース（特に国

内 EL/QPI コース）に適用される過程及びその進捗を確認することが、プロジェクト活動

に織り込まれることが望ましい。 

6) 経験豊富な講師の要望への配慮（新たなスキルの取り込み） 

経験豊富な専任講師の意欲を高め、兼任講師の巻き込みを強化し、また CSTC の COE

としての組織能力を強化するため、海外から招へいした専門家によるより高度な TOT の実

施、あるいは新しい技術や訓練アプローチの好事例を LP に取り込む等、講師の知的好奇

心を刺激するような活動を取り込むこと。 

 

(2) CSTC に対する提言 

1) 人材育成計画の作成 

新たに雇用された専任講師の意欲を高め、体系的に能力を強化するために、長期的な視

点を織り込んだ人材育成計画を作成すること。その一環として、公務員の職場環境及び業

務について理解を深めるために、一定期間省庁に派遣するプログラムについて検討するこ

と。その際には、来年採用を予定している専任講師の育成計画も念頭にいれることが望ま

しい。 
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2) 中堅レベルの専任講師の採用 

来年 CSTC が専任講師の増員を継続して計画しているが、専任講師職のなかで年齢や知

識・経験レベルなどのバランスが保たれるように、中堅レベルの専任講師の採用可能性に

ついて検討すること。 

3) 戦略経営計画（アクションプラン）の実施 

CSTC の経営能力をより強化し、プロジェクトの持続性を高めるために、3 年間の戦略経

営計画であるアクションプランを着実に実施すること。 

4) ドナーへのアプローチ 

ガーナ国内外の機関に対する研修実施予算を確保するためのマーケティング戦略とし

て、CSTC はドナーを対象とした広報活動を検討すること。特に、シエラレオネにおける

EU との協力を実現するために、HRMO との連携を強化すること。 

 

(3) OHCS に対する提言 

1) 職位別研修制度普及セミナーの実施 

職位別研修制度についての認識を高めるために、3 年間の戦略経営計画であるアクショ

ンプランに従い、各省庁の人事局長や研修担当官向けの普及セミナーを、CSTC で開催す

ること。 

2) 公務員研修基金の実現 

公務員研修基金を実現するために、3 年間の戦略経営計画であるアクションプランに従

い、閣議メモを最終化し、その承認に向けて努力を継続すること。 

3) より高度な研修機会提供の促進 

CSTC 講師の能力を強化するために、奨学金や予算を確保し、より高度な研修（学士号、

修士号の取得等）の機会を提供すること。 

4) 人事データの最新化 

研修候補者の国内コースへの勧誘をより効率的に行うために、人事データの最新化を継

続して実施すること。 

 

(4) JICA に対する提言 

1) PDM の改訂 

上記の提言についてプロジェクトと協議のうえ、より持続性を確保できるような形にプ

ロジェクト・デザインを変更するために、PDM を改訂すること。同時に、プロジェクト目

標の定義を明確化し、カウンターパートと共有すること。 

2) 他 JICA プロジェクトとの連携 

CDCD プロジェクトとの連携は、域内研修を継続するスキームとして良い事例である。

ウェブサイト、パンフレット、ニュースレターを活用し、ガーナを含む西アフリカ域内で

実施されている他の JICA プロジェクトからの CSTC への研修員派遣の可能性を検討し、

実現のための働きかけを行うこと。 

3) 広域プログラムとしての管理 

本プロジェクトは、ガーナの公務員育成組織が西アフリカ域内のガバナンス強化に貢献

するという想定で設計され、広域プログラムとしての性格をもっている。したがって、CSTC
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が域内研修を継続する機会を担保するうえでも、シエラレオネ・リベリアにおける担当省

庁（HRMO/CSA）をはじめ JICA 及び他の開発パートナーによる類似プロジェクトとの連

携を意図的に促進していくことが、プロジェクト成功の鍵を握ると考えられる。そのため、

ガーナ事務所のみでは対応の困難な部分を洗い出したうえで、両国のフィールドオフィス

の協力連携を仰ぐことが望まれる。 

 

６－２ 教訓 

 本プロジェクトでは、プロジェクト第 1 フェーズで開発した研修プログラムのいわば応用編と

してシエラレオネ・リベリア向け研修が組み込まれたが、想定されていた CSTC の土台（国内研

修実施能力及び経営能力）が、新規に雇用された専任講師の能力開発等をかんがみると十分では

ないことが明らかになった。したがって、類似案件の第 2 フェーズプロジェクトにおいて、より

高度なプロジェクト内容を計画する際には、その前提条件が十分満たされているか再確認するこ

とが、プロジェクト効果の持続性を確実にするために重要である。 
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第７章 総括 
 

 本案件は、先行プロジェクトの経験を生かしながら、CSTC 校長のリーダーシップと専門家チ

ームのきめ細かい支援、相互の良好な協力関係により、非常にスムーズに運営されてきている。

案件開始後、約 1 年半を経過するなか、成果の幾つかは既に達成され、また残りのプロジェクト

期間中におおむね達成が見込まれている。また、CSTC がシエラレオネ・リベリア向け研修で培

われたノウハウをガーナ国内向け研修に率先して活用していく等の波及効果も観察されている。 

 現行 PDM は、詳細計画策定段階での CSTC の組織・運営体制（人員や施設等を含む）が大き

く変わらないことを前提とするかのように、CSTC の実施機関としての事業経営や組織運営の能

力強化には介入せず、COE となるための国際研修の実施能力強化に焦点を当てる形で設計されて

いた。しかしながら、プロジェクト開始後、職位別研修制度導入によるガーナ国内向けの研修ニ

ーズの増大、CSTC の人員・施設及び自己予算による事業規模の拡大により、組織としての経営

能力のさらなる強化が必然的に課題となっている。現状に即して、COE を達成するために必要な

事項が網羅され、プロジェクトの運営・モニタリングのツールとしても、より良い活用が可能と

なるよう、できるだけ早いタイミングで、PDM 改訂を行う必要がある。 

 これからの課題は、上述「６－１ 提言」に書かれたとおりであり、各機関ともプロジェクト

期間中にこれら提言を実現していかねばならない。進捗状況については、JCC 等の機会を通じて、

定期的に確認していくことが重要である。組織及び事業ともに伸びてきている CSTC の成長と発

展を確実なものとし、プロジェクト目標を達成していくためには、特に上位機関である OHCS が

今後果たすべき役割は大きい。なかでも、公務員研修基金の実現は、プロジェクトの財務的持続

性を左右するために、非常に重要である。ガーナ政府の事業予算は全般的にドナー頼りの傾向に

あり、他のプロジェクトでも政府予算の手当てが思うようにいかない面があるが、持続性の確保

のためには、JICA としても、OHCS の実施状況を継続的にフォローしていく必要がある。 
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PDM（和文） 
 

プロジェクト名：ガーナ国 公務員研修センター機能強化プロジェクト  

プロジェクト実施期間：2011 年 3 月 1 日～2014 年 2 月 28 日（3 年間）1 

直接的受益者：ガーナ人事委員会（OHCS）及び公務員研修センター（CSTC）/ 間接的裨益者：ガーナ・シエラレオネ・リベリア人公務員 

活動場所：ガーナ国アクラ市及び域内国（西アフリカ英語圏）シエラレオネ及びリベリア 

 

プロジェクト要約 指標 評価方法 外部条件 
上位目標 

 

シエラレオネ・リベリアをはじめとする第

三国の公務員及び関係機関が、公務員研修

センター（CSTC）の公務員研修における

「Centre of Excellence（COE）」2としてのサ

ービス提供の便益を享受する。 

1． CSTC が、要請に応じて第三国

の機関に対し、研修やアドバイ

スを提供する。 
2． CSTCの TOTに参加したシエラ

レオネ・リベリアの研修員が講

師として養成され、自国の公務

員に向けた EL/QPI 研修を実施

する。 

1-1. CSTC での研修を希望する域内

国からの正式な要請 

 

1-2. OHCS により作成された域内で

の国際研修の実施報告書 

 

2. シエラレオネ及びリベリアにおける

公務員研修及びその実施計画書 

 

プロジェクト目標 

 

公務員研修における「Centre of Excellence

（COE）」としての機能を果たすことを目指

して、公務員研修センター（CSTC）の組織

能力が強化される。 

1. CSTC の講師（専任・兼任）の

人数、並びに研修施設（教室数）

が 50%以上拡大する。 
 
2. 研修員による研修受講評価に

おいて、講師陣が平均 60%以上

の評価を得る。 
 

 
3. シエラレオネ・リベリア（第三

国）向けの研修の実施を可能と

する研修サイクルマネジメン

トが確立する。 
 

 

 

1． 第 3 者機関（MSD 等）による評価 

報告書及び OHCS/ CSTC による年次報告

書（プロジェクト報告書） 

 

2． 第 3 者機関（MSD 等）による評価報

告書及び研修参加者による評価シー

トの分析（EL/QPI 及び TOT モニタ

リングレポート他） 

 

3． M&E 報告書及び OHCS/CSTC による

年次報告書（TNA ガイドライン、

TNA 報告書、研修実施運営計画、

EL/QPI 研修マニュアル、M&E ガイ

ドライン、モニタリングレポート、

インパクト調査及びプロジェクト報

告書） 

1． OHCS/CSTC の COE 構想に変

化がなく、そのために自らの

リソースを配分する。 

 

2． シエラレオネとリベリアが各

国での研修実施のために自ら

のリソースを配分する。 

 

 

3． シエラレオネとリベリアの

OHCS/CSTC に対する研修ニ

ーズが継続する。 

                                                   
1 付属資料 1 ミニッツ・合同評価報告書 Annex3 の PDM（英文）における、プロジェクト実施機関には誤記がある。正しくは、上記のとおり。 
2 この文書で述べられる「Centre of Excellence」とは、最先端水準の施設、技術、方法及びアプローチをもって、ガーナ及び域内国の公務員に対し、質の高い公共サービスの提供に
向けた知識及び技能を身につけるための最新鋭のコースを提供する公務員研修機関を指す。 
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4. シエラレオネ・リベリアの研修

員の所属機関が、CSTC への更

なる研修員派遣を希望する。 

4． 研修後評価報告書及び域内機関から

のレター 

 

アウトプット 
1. OHCS/CSTC の職員がガーナ及びシエ

ラレオネ・リベリアの研修員向けの研

修ニーズ・アセスメントを実施し、研

修カリキュラム及び教材を作成する能

力を習得する。 

2. シエラレオネ・リベリアの研修員への

研修実施に向けて、CSTC の講師陣の

研修実施能力が向上する。 

 

3. CSTC において、シエラレオネ・リベ

リアの研修員向けに研修を実施するた

めに必要な研修計画及び実施能力が構

築される。 

 

4. CSTC において、質の高い研修の実施

を担保するモニタリング・評価制度が

構築され、これが実施される。 

1-1. CSTC の職員によって開発され

た研修カリキュラム及び教材

が域内国の研修員ニーズに合

致しているとの評価を受ける。 
1-2. OHCS/CSTC 職員が、適切な研

修ニーズ・アセスメントを基に

研修カリキュラム及び教材を

開発できる能力を示す。 
 

 
2-1. 複数の研修モジュールを教え

ることができる CSTC の講師数

が 80%に増加する。3 
 
2-2. TOT マニュアルが開発され、

CSTC 講師がこれを利用する。 

 

3-1. OHCS/CSTC において、シエラ

レオネ・リベリアの研修員向け

の研修実施プロセスが確立し、

これが実施される。 

 

3-2. シエラレオネ・リベリアからの

TOT参加者のうち 50%が講師能

力を身につけたとの評価を受

ける。4 

 

 

 

 

1-1. 研修員の事前評価報告書（EL/QPI 及

び TOT モニタリングレポート、イン

パクト調査レポート） 

 

1-2. 研修教材及び TNA 報告書（TNA ガ

イドライン、TNA 報告書、EL/QPI

研修マニュアル、研修実施運営計画、

EL/QPI モニタリングレポート、イン

パクト調査レポート） 

 

2-1. TOT 実施報告書（プロジェクト報告

書、Trainers database） 

 

 

2-2. TOTマニュアル及び TOT実施報告書

（プロジェクト報告書） 

 

3-1. OHCS/CSTC 職員への面談及び研修

実施運営計画 

 

 

 

3-2. CSTC/ MSD による TOT 報告書（TOT

デモンストレーション評価） 

 

 

 

 

 

 

 

シエラレオネ・リベリアの関係機

関が CSTC の研修を再現する意図

がある。 

 

ガーナ・シエラレオネ・リベリア

の関係機関が域内協力に関するコ

ミットメントを維持する。 

 

OHCS が CSTC の専任・兼任講師

を増員する。 

 

研修 講 義 室と 宿 泊施 設 を 含む

CSTC の施設インフラが向上する。 

 

公務員研修予算が適切に配賦され

る。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3 2010 年 10 月現在、この条件を満たしている講師は、17 名中 11 名（65%）である。OHCS/CSTC は、プロジェクト終了までにこの数を 37 名中 30 名（80%）にすることを目指す。 
4 研修員の講師能力を適切に評価できるような仕組みを導入する必要がある。 
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4-1. CSTC 講師が、研修員からのフ

ィードバックを次の研修に反

映させる。 

 

 

 

4-2. シエラレオネ・リベリアの研修

員のアクションプラン実施に

係るモニタリングが、域内国の

機関と共同で実施される。 

4-1. M&E 報告書及び研修教材（M&E ガ

イドライン、モニタリングレポート、

インパクト調査レポート、EL/QPI 研

修マニュアル、研修実施運営計画、

プロジェクト報告書） 

 

4-2. M&E 報告書（M&E ガイドライン、

インパクト調査レポート） 

活動 
1-1 CSTC 講師に研修ニーズ・アセスメン

トの実施方法を講習する。 

1-2 シエラレオネ・リベリアの研修参加候

補者を対象に研修ニーズ・アセスメン

トを実施する。 

1-3 評価結果に基づいて、EL/QPI の研修マ

ニュアルを改訂する。 

1-4 CSTC 講師に研修カリキュラム及び教

材作成方法を講習する。 

1-5 必要に応じて新たな研修カリキュラム

を開発する。 

1-6 必要に応じてケース・スタディを含め

た新たな研修教材を開発する。 

2-1 TOT マニュアルを開発する。 

2-2 CSTC 講師に対して TOT を実施する。 

2-3 新たに着任した兼任講師に対する研修

を実施する。 

2-4 CSTC 講師の研修技術の向上のために

ピア・レビューを実施する。 

3-1 研修計画立案・実施の流れに関して現

状を見直し、向上する方法がないかを

模索する。 

3-2 OHCS/CSTC 職員に対し、シエラレオ

ネ・リベリアの現状に関する情報提供

ワークショップを実施する。 

投入 
 
日本側 

1. 人材：日本人専門家の派遣 

 

 

 

2. 機材供与 

 

 

 

 

3. 研修員受入れ費用 

 シエラレオネ・リベリアの研

修員受入れ費用 

 CSTC 講師に対する海外研修 

 

 

ガーナ側 

1. 人材：カウンターパート要員配置 

 OHCS 

 CSTC 

 

2. 施設設備 

 プロジェクト執務室の提供 

 執務室の維持管理費用（水道光熱

費） 

 

3. PC、プリンター、コピー機 
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3-3 シエラレオネ・リベリアの研修員に対

し、EL/QPI を実施する。 

3-4 シエラレオネ・リベリアの研修員に対

し、TOT を実施する。 

4-1. シエラレオネ・リベリアの研修員に対

しモニタリング・評価を実施すること

を念頭に、現状のモニタリング・評価

システムを見直す。 

4-2. シエラレオネ・リベリアの研修員向け

にモニタリング・評価制度を開発する。 

4-3. シエラレオネ・リベリアの研修員向け

に新たに改訂されたモニタリング・評

価制度を実施する。 

4-4. シエラレオネ・リベリアの研修員向け

にグッド・プラクティスを共有するた

めのワークショップを開催する。 

 

前提条件 
 
OHCS が CSTC の COE 構想にコミ

ットメントを示す。 

 

ガーナ・シエラレオネ・リベリア

の関係機関が域内協力にコミット

メントを示す。 
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